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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２．第65期連結会計年度から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

３．第64期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式がな

いため記載しておりません。 

４．第68期連結会計年度の平成17年11月15日付をもって当社普通株式１株につき４株の割合による株式の分割を

行っております。 

５．キャッシュ・フローに関する数値の△は、現金及び現金同等物の流出を示しております。 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 235,265 246,293 271,443 308,172 344,228 

経常利益（百万円） 45,774 50,874 66,554 89,525 103,637 

当期純利益（百万円） 23,740 20,037 39,548 64,135 75,620 

純資産額（百万円） 219,180 224,218 218,978 277,889 279,480 

総資産額（百万円） 278,067 274,288 289,887 351,482 361,537 

１株当たり純資産額（円） 1,887.49 1,945.16 1,967.60 2,494.37 648.87 

１株当たり当期純利益（円） 204.44 171.10 350.96 578.84 171.71 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ 171.08 350.56 577.52 171.08 

自己資本比率（％） 78.8 81.7 75.5 79.1 77.3 

自己資本利益率（％） 11.5 9.0 17.8 25.8 27.1 

株価収益率（倍） 44.2 41.8 28.9 20.4 27.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
41,023 38,390 78,743 76,000 105,855 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△19,653 △13,583 △28,338 △35,524 △52,012 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△8,186 △14,547 △42,853 △11,692 △85,787 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
66,321 75,694 80,425 112,874 83,574 

従業員数（名） 13,311 14,023 18,092 21,234 25,176 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２．第65期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式がないため記載し

ておりません。 

４．第68期連結会計年度の平成17年11月15日付をもって当社普通株式１株につき４株の割合による株式の分割を

行っております。 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 151,789 159,432 183,771 224,608 248,195 

経常利益（百万円） 30,169 29,460 33,610 46,536 44,788 

当期純利益（百万円） 15,333 8,852 15,558 24,967 22,062 

資本金（百万円） 6,264 6,264 6,264 6,264 6,264 

発行済株式総数（株） 116,124,405 116,124,405 116,124,405 112,349,005 435,017,020 

純資産額（百万円） 171,933 166,374 143,617 159,316 95,598 

総資産額（百万円） 217,074 209,387 209,673 222,313 219,063 

１株当たり純資産額（円） 1,480.62 1,443.51 1,290.74 1,430.37 222.01 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

50.0 

(25.0) 

50.0 

(25.0) 

100.0 

(50.0) 

150.0 

(60.0) 

150.0 

(120.0) 

１株当たり当期純利益（円） 132.04 75.27 138.24 225.55 50.14 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ 75.26 138.08 225.04 49.96 

自己資本比率（％） 79.2 79.5 68.5 71.7 43.6 

自己資本利益率（％） 9.2 5.2 10.0 16.5 17.3 

株価収益率（倍） 68.5 95.0 73.4 52.3 94.7 

配当性向（％） 37.9 66.4 72.3 66.5 119.7 

従業員数（名） 3,142 3,289 2,983 3,173 3,220 



２【沿革】 

昭和16年11月 東京都保谷市（現在西東京市）で東洋光学硝子製造所を創業。 

光学ガラス製造に着手。 

昭和19年８月 資本金120万円の株式会社に改組、商号を株式会社東洋光学硝子製造所に変更。 

昭和20年10月 クリスタルガラス食器製造開始。 

昭和22年８月 商号を株式会社保谷クリスタル硝子製造所に変更。 

昭和35年11月 東京都昭島市に昭和工場（現 昭島工場）を新設。 

保谷光学工業株式会社、山中光学工業株式会社及び保谷光学硝子販売株式会社を吸収合併し、商

号を株式会社保谷硝子に変更。 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部へ上場。 

昭和37年５月 眼鏡レンズ製造開始。 

昭和37年10月 名古屋証券取引所市場第二部へ上場。 

昭和38年５月 埼玉県入間市に武蔵工場を新設。 

昭和47年12月 ソフトコンタクトレンズ製造開始。 

昭和48年２月 東京証券取引所及び名古屋証券取引所の市場第一部へ指定。 

昭和49年１月 半導体用マスクサブストレート製造開始。 

昭和57年10月 子会社の株式会社保谷電子を吸収合併（現 長坂工場）。 

昭和58年１月 東京都八王子市に八王子工場を新設し、半導体用フォトマスク製造開始。 

昭和59年８月 新本社ビルを現在地に竣工。 

昭和59年10月 子会社の株式会社保谷レンズ及び株式会社保谷クリスタルを吸収合併し、商号をＨＯＹＡ株式会

社に変更。 

昭和60年４月 埼玉県本庄市に児玉開発研究所（現 メディカル事業部児玉研究所）を新設。 

昭和62年６月 眼内レンズ（白内障術後用）製造開始。 

昭和62年11月 光学ガラスによる非球面モールドレンズ製造開始。 

平成元年４月 オランダに欧州地域統括会社HOYA EUROPE B.V.（現 HOYA HOLDINGS N.V.）、米国に北米地域統括

会社HOYA CORPORATION USAを設立。 

平成３年３月 ＨＤＤ用ガラスディスク（ガラス磁気メモリーディスク）発売。 

平成８年11月 熊本県菊池郡大津町に熊本工場を新設。 

平成９年４月 カンパニー制を導入し、二つのカンパニー（エレクトロオプティクス、ビジョンケア）と三つの

事業子会社｛HOYA PHOTONICS INC.、ＨＯＹＡヘルスケア㈱、ＨＯＹＡクリスタル㈱（現 クリス

タルカンパニー）｝へ機構改革。 

平成９年５月 シンガポールに地域本社としてHOYA HOLDINGS ASIA PACIFIC PTE. LTD.を設置、４月にオランダ

及び米国にそれぞれ設置したHOYA HOLDINGS N.V.とHOYA HOLDINGS INC.の２社と合わせ、欧州、

北米、アジア各地域の地域本社体制が整う。 

平成９年12月 HOYA LENS DEUTSCHLAND GmbH.がＨＯＹＡグループ最初のISO14001を取得。 

平成10年４月 四半期毎の連結決算発表を開始。 

平成11年２月 国内主要全工場でISO14001を取得。 

平成11年９月 ベルギーのメガネレンズ製造販売会社BUCHMANN OPTICAL INDUSTRIES N.V.（現 HOYA LENS  

BELGIUM N.V.）を買収。 

平成12年４月 米国の特注メガネレンズ加工販売会社OPTICAL RESOURCES GROUP,INC.を買収（平成13年３月に機

構改革によりHOYA㈱ビジョンケアカンパニー北米支店に組織変更）。 

平成12年７月 沖電気工業㈱の半導体用フォトマスク製造部門を譲り受ける。 

平成14年５月 半導体新基板材料３Ｃ－Ｓｉｃ製造販売を開始。 

    ８月 大日本印刷㈱と次世代半導体用マスクブランクスの技術アライアンス締結。 

平成15年１月 名古屋証券取引所の市場第一部上場廃止。 

    ３月 
子会社のＨＯＹＡクリスタル㈱、ＨＯＹＡクリスタルショップ㈱を吸収合併（現クリスタルカン

パニー）。 

    ６月 委員会設置会社へ移行。 

    ７月 グローバルベースでの財務マネジメント機能を、欧州地域本社へ移管。 

平成16年２月 子会社のＨＯＹＡオプティクス㈱を吸収合併。 

    ３月 日本板硝子㈱のＨＤＤ用ガラスディスク事業を譲り受ける。 

    10月 米国預託証券（ＡＤＲ）プログラム Ｌevel－１を開設。 

 平成17年11月 普通株式１株につき４株の割合で株式分割を実施。 

 平成18年３月 子会社のＨＯＹＡアドバンストセミコンダクタテクノロジーズ㈱を吸収合併。  



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び関係会社67社（平成18年3月31日現在）により構成され、エレクトロオプティクス製

品、ホトニクス製品、ビジョンケア製品、ヘルスケア製品及びクリスタル製品の製造販売事業及びそれに附帯する事

業を行っております。 

 各製品は、当社及び国内外の関係会社によって製造されております。 

 一方、販売は、国内については、製・商品の大部分がメーカー、百貨店・専門店等に対する直接販売方式によって

おり、輸出については、主に当社から各国の関係会社を通じて行っております。 

 当社グループはグローバルベースのグループ連結経営によって運営されております。情報・通信分野、アイケア分

野を中心とした事業部門がそれぞれの事業責任のもとに、HOYA株式会社グローバル本社の立案した経営戦略を遂行し

ております。また、地域別には、北米・欧州・アジア各地域の地域本社が、国・地域とのリレーションの強化、法務

支援および内部監査等を行い事業活動の推進をサポートしています。なおグローバルベースでの財務マネジメント機

能は、欧州地域本社に置いております。 

 事業領域別の当社及び関係会社（北米及びアジアの地域本社２社を除く）の位置づけは次のとおりであります。 

 なお、事業区分（部門）は事業の種類別セグメントと同一であります。 

分野 事業区分(部門) 主要製品及び役務 会社名 

情報・ 

通信 

エレクトロオプテ

ィクス 

半導体用フォトマスク・マスクブ

ランクス、液晶用マスク・液晶パ

ネル用部品、HDD用ガラスディス

ク、光学レンズ・光学ガラス、電

子用ガラス、光通信関連製品 

当社ブランクス事業部、マスク事業部 

MD事業部、オプティクス事業部等 

HOYA CORPORATION USA 

HOYA MAGNETICS SINGAPORE PTE.LTD. 

HOYA GLASS DISK (THAILAND) LTD. 

その他13社 

ホトニクス 
各種レーザー機器、電子産業用光

源、特殊光学ガラス 

HOYA PHOTONICS, INC. 

HOYAフォトニクス㈱ 

HOYA CANDEO OPTRONICS㈱ その他２社 

アイケア 

ビジョンケア 
メガネ用レンズ・フレーム、視力

測定・レンズ加工機器 

当社ビジョンケアカンパニー、 

HOYA HOLDINGS, N.V.(欧州地域本社） 

HOYA LENS DEUTSCHLAND GMBH. 

HOYA LENS U.K. LTD. 

HOYA LENS OF AMERICA, INC. 

HOYA LENS THAILAND LTD. 

その他26社 

ヘルスケア 
コンタクトレンズ及び付属品、眼

内レンズ 

当社メディカル事業部 

HOYAヘルスケア㈱ 

HOYA MEDICAL SINGAPORE PTE LTD.その他３社 

生活文化 

クリスタル クリスタルガラス製品 
当社クリスタルカンパニー 

HOYA CRYSTAL, INC. 

サービス 情報システムの構築、業務請負 
HOYAサービス㈱、ウェルフェア㈱ 

その他５社 



事業の系統図は次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の所有(被
所有)割合 

関係内容 

所有割
合 
（％） 

被所有
割合 
（％） 

取引の内容 

役員の兼任等 
資金援助・
設備の賃貸
借 

当社役
員 
（名） 

当社従
業員 
（名） 

（連結子会社）  百万円  

100.0 － 

当社エレクト

ロニクス製品

の製造 

2 1 － HOYA CANDEO  

OPTRONICS㈱ 
埼玉県戸田市 490 ホトニクス 

  百万円  100 

－ － 1 1 － HOYAフォトニクス

㈱ 
埼玉県戸田市 250 ホトニクス (100)

  百万円  

100 － 
当社ヘルスケ

ア製品の販売 
1 2 － HOYAヘルスケア㈱

※ 
東京都新宿区 810 ヘルスケア 

  百万円  
100 － 

当社グループ

情報処理の受

託、人材派遣 

1 1 － 

HOYAサービス㈱ 東京都新宿区 400 サービス 

  百万円  
100 － 

当社グループ

福利厚生業務

の受託 

－ 3 － 

ウエルフェア㈱ 東京都新宿区 50 〃 

  
千シンガポ

ールドル 
 

100 

(100)

－ － 1 2 － HOYA HOLDINGS 

ASIA PACIFIC PTE 

LTD.※ 

Cecil Street, 

SINGAPORE 
114,664 

全社 

（アジア・オ

セアニア地域

の地域本社） 

  
千シンガポ

ールドル 
 100 

－ 
当社ガラスデ

ィスクの製造 
－ 4 － HOYA MAGNETICS 

SINGAPORE PTE 

LTD.※ 

Tuas Link, 

SINGAPORE 
34,050 

エレクトロオ

プティクス 
(100)

  
千タイバー

ツ 
 100 

－ 〃 － 3 － HOYA GLASS DISK 

(THAILAND) 

LTD.※ 

Lumphun, 

THAILAND 
1,220,000 〃 (100)

  
千フィリピ

ンペソ 
 100 

－ 〃 － 4 － HOYA GLASS DISK 

PHILIPPINES,INC.

※ 

Laguna, 

PHILIPPINES 
548,800 〃 (100)

  
千リンギッ

ト 
 

100 － － － 4 － HOYA GLASS DISK 

MALAYSIA  

SDN.BHD.※ 

Kulim Kedah, 

MALAYSIA 
126,161 

エレクトロオ

プティクス 

  千米ドル  100 

(100)

－ 
当社ガラスデ

ィスクの製造 
－ 4 － HOYA GLASS DISK 

VIETNAM LTD.※ 

Hanoi, 

VIETNAM 
20,000 〃 

 



名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の所有(被
所有)割合 

関係内容 

所有割
合 
（％） 

被所有
割合 
（％） 

取引の内容 

役員の兼任等 
資金援助・
設備の賃貸
借 

当社役
員 
（名） 

当社従
業員 
（名） 

  
千タイバー

ツ 
 100 

－ 

当社オプティ

クス製品の製

造 

－ 3 － 
HOYA OPTICS  

(THAILAND)LTD.※ 

Lumphun, 

THAILAND 
357,000 〃 (100)

  
千新台湾ド

ル 
 

100 － 

当社エレクト

ロニクス製品

の製造 

－ 4 － 
台湾豪雅光電股份有

限公司※ 

台湾 新竹科

学工業区 
1,467,000 〃 

  
千ホンコン

ドル 
 100 

－ 

当社オプティ

クス製品の製

造 

－ 2 － 
HOYA OPTICAL  

(ASIA)CO., LTD 

Kowloon 

HONG KONG 
1,000 〃 (100)

  
千中国レン

ミンビ 
 

100 － 〃 － 3 － HOYA OPTICAL  

TECHNOLOGY 

(SUZHOU) LTD.※ 

中華人民共和

国 江蘇省蘇

州市 

215,199 〃 

  
千中国レン

ミンビ 
 

100 － 

当社エレクト

ロニクス製品

の製造 

－ 3 － HOYA OPTO- 

ELECTRONICS  

QINGDAO LTD※ 

中華人民共和

国 山東省青

島市 

79,540 〃 

  
千中国レン

ミンビ 
 

100 － 〃 － 3 － HOYA MICROELECTRON

ICS (SUZHOU) 

LTD. 

中華人民共和

国 江蘇省蘇

州市 

7,531 〃 

  千ウォン  

100 － － － 4 － 
HOYA 

ELECTRONICS  

KOREA CO.,LTD.※ 

大韓民国  

京畿道 
70,161,600 〃 

  千リンギット  

100 － － － 5 － 
HOYA ELECTRONICS 

MALAYSIA SDN.BHD.

※ 

Kedah, 

Malaysia 
100,100 〃 

  千ウォン  100 

－ － － － － 
HOYA CANDEO  

OPTRONICS KOREA  

CO.,LTD. 

大韓民国  

京畿道 
200,000 ホトニクス (100)

  
千タイバー

ツ 
 100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 3 － 
HOYA LENS  

THAILAND LTD.※ 

Patumthani, 

THAILAND 
1,110,000 ビジョンケア (100)

  
千中国レン

ミンビ 
 

95 

(95)

－ 〃 － 4 － 
HOYA LENS  

GUANGZHOU LTD.※ 

中華人民共和

国 広東省広

州市 

83,145 〃 

 



名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の所有(被
所有)割合 

関係内容 

所有割
合 
（％） 

被所有
割合 
（％） 

取引の内容 

役員の兼任等 
資金援助・
設備の賃貸
借 

当社役
員 
（名） 

当社従
業員 
（名） 

  
千中国レン

ミンビ 
 100 

(100)

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 6 － 
HOYA LENS  

SHANGHAI LTD. 

中華人民共和

国 上海市 
41,386 ビジョンケア 

  
千新台湾ド

ル 
 100 

－ 〃 － 4 － 
台湾保谷眼鏡股份

有限公司 
台湾 新竹県 66,000 〃 (100)

  
千シンガポ

ールドル 
 100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の販

売 

－ 2 － 
HOYA LENS(S) PTE. 

LTD. 

Outram Road, 

SINGAPORE 
5,406 〃 (100)

  
千オースト

ラリアドル 
 100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 2 － HOYA LENS  

AUSTRALIA PTY. 

LTD.※ 

New South  

Wales, 

AUSTRALIA 

7,000 〃 (100)

  
千ホンコン

ドル 
 100 

－ 〃 － 2 － 
HOYA LENS  

HONG KONG LTD. 

Shatin,N.T. 

HONG KONG 
27,000 〃 (100)

  千ウォン  100 

－ 〃 － 3 － HOYA LENS  

KOREA CO.,LTD. 
Seoul,KOREA 4,000,000 〃 (100)

  
千フィリピ

ンペソ 
 100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の販

売 

－ 3 － 
HOYA LENS  

PHILIPPINES,INC. 

Makati City, 

PHILIPPINES 
30,000 〃 (100)

  
千リンギッ

ト 
 100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 3 － 
MALAYSIAN HOYA  

LENS SDN.BHD. 

Kuala Lumpur, 

MALAYSIA 
6,999 〃 (100)

  
千タイバー

ツ 
 84 

－ 〃 － 3 － 
THAI HOYA LENS  

LTD. 

Bankok,  

THAILAND 
2,000 〃 (84)

  
千タイバー

ツ 
 90.6 

－ － － 3 － 
THAI HOYA  

HOLDINGS LTD. 

Pathumthani, 

THAILAND 
100 〃 (90.6)

  
千シンガポ

ールドル 
 100 

－ 

当社ヘルスケ

アケア製品の

製造 

－ 2 － HOYA MEDICAL 

SINGAPORE  

PTE LTD 

Jalan Ahmad  

Ibrahim,  

SINGAPORE 

4,032 ヘルスケア (100)

 



名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の所有(被
所有)割合 

関係内容 

所有割
合 
（％） 

被所有
割合 
（％） 

取引の内容 

役員の兼任等 
資金援助・
設備の賃貸
借 

当社役
員 
（名） 

当社従
業員 
（名） 

  
千中国レン

ミンビ 
 100 － 

当社ヘルスケ

アケア製品の

販売 

－ － － 

HOYA HEALTHCARE 

(SHANGHAI)CO.,LTD. 

中華人民共和国 

上海市 
14,964 〃 (100)     

  千ユーロ  

100 － 

当社ビジョン

ケア製品の販

売 

1 2 － HOYA HOLDINGS  

N.V.※ 

Uithoorn, 

HOLLAND 
9,929 

ビジョンケア

及び全社 

（欧州地域の

地域本社及び

グループ財務

拠点） 

  千ユーロ  100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 1 － 
HOYA LENS  

DEUTSCHLAND GMBH. 

※ 

Mullheim, 

GERMANY 
15,338 ビジョンケア (100)

  
千デンマーク

クローネ 
 100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の販

売 

－ 1 － 
HOYA LENS  

DANMARK A/S 

Taastrup, 

DENMARK 
500 〃 (100)

  千英ポンド  100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 1 － HOYA LENS U.K.  

LTD.※ 

Wrexham, 

UNITED  

KINGDOM 

7,525 〃 (100)

  千ユーロ  100 

－ 〃 － 2 － HOYA LENS  

ITALIA S.P.A.※ 
Milano,ITALY 6,884 〃 (100)

  千ユーロ  100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の販

売 

－ 1 － HOYA LENS  

FINLAND OY 

Helsinki, 

FINLAND 
925 〃 (100)

  千ユーロ  100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 1 － HOYA LENS  

NEDERLAND B.V. 

Uithoorn, 

HOLLAND 
907 〃 (100)

  千ユーロ  100 

－ 〃 － 1 － HOYA LENS  

IBERIA S.A. 
Madrid,SPAIN 4,808 〃 (100)

  千ユーロ  100 

－ 〃 － 1 － HOYA LENS  

FRANCE S.A.S.※ 

Velenton, 

FRANCE 
18,771 〃 (100)

  千ゾロチ  100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の販

売 

－ 1 － HOYA LENS  

POLAND SP.Z.O.O. 

Warsawa, 

POLAND 
1,500 〃 (100)

 



名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の所有(被
所有)割合 

関係内容 

所有割
合 
（％） 

被所有
割合 
（％） 

取引の内容 

役員の兼任等 
資金援助・
設備の賃貸
借 

当社役
員 
（名） 

当社従
業員 
（名） 

  千ユーロ  100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 1 － HOYA LENS 

BELGIUM N.V. 

Kapellen, 

BELGIUM 
2,808 ビジョンケア (100)

  

千スウェー

デンクロー

ネ 

 100 

－ 〃 － 1 － 

HOYA LENS  

SWEDEN AB 
Malmo, SWEDEN 4,500 〃 (100)

  

千ハンガリ

ーフォリン

ト 

 100 

－ 〃 － 1 － 

HOYA LENS  

HUNGARY RT 

Budapest,  

HUNGARY 
654,171 〃 (100)

  

千ハンガリ

ーフォリン

ト 

 100 

－ 〃 － 2 － 
HOYA LENS 

MANUFACTURING  

HUNGARY RT※ 

Mateszalka, 

HUNGARY 
543,148 〃 (100)

  千ユーロ  100 

－ － － 1 － HOYA CONBIO 

FRANCE EURL 
Evry,FRANCE 573 ホトニクス (100)

  千ユ－ロ  100 － 

当社ヘルスケ

アケア製品の

販売 

1 2 － 

HOYA MEDICAL 

EUROPE GmbH 

Frankfurt, 

Germany 
25 ヘルスケア (100)     

  千米ドル  

100 － － 2 1 
運転資金の

貸付 
HOYA HOLDINGS, 

INC.※ 

California, 

U.S.A. 
5,488 

全社 

（北米地域の

地域本社） 

  千米ドル  100 

－ 

当社エレクト

ロオプティク

ス製品の販売 

1 1 － HOYA CORPORATION 

USA※ 

California, 

U.S.A. 
9,500 

エレクトロオ

プティクス 
(100)

  千米ドル  100 

－ － 1 2 － Radiant Images,  

INC. 

Massachuse- 

tts, U.S.A. 
450 〃 (100)

  千米ドル  71 － － － － － 

Qstreams Networks, 

INC. 

Maryland, 

U.S.A. 
3,000 〃 (71)     

  千米ドル  100 

－ － 1 1 － HOYA PHOTONICS, 

INC.※ 

California, 

U.S.A. 
30,856 ホトニクス (100)

 



 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．※の会社は、特定子会社であります。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４．「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の所有(被
所有)割合 

関係内容 

所有割
合 
（％） 

被所有
割合 
（％） 

取引の内容 

役員の兼任等 
資金援助・
設備の賃貸
借 

当社役
員 
（名） 

当社従
業員 
（名） 

  千米ドル  100 

－ 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 2 － HOYA LENS OF  

AMERICA,INC.※ 

Conneticut, 

U.S.A. 
12,500 ビジョンケア (100)

  千米ドル  100 

－ 〃 － 2 － EAGLE OPTICS,  

INC. 

Georgia, 

U.S.A. 
0 〃 (100)

  千米ドル  

100 － 

当社ビジョン

ケア製品の製

造 

－ 1 
設備資金の

貸付 
HOYA LENS OF  

CHICAGO, INC. 

Illinois, 

U.S.A. 
3,500 ビジョンケア 

  千米ドル  100 

(100)

－ 〃 － 2 － HOYA LENS OF  

NEW ORLEANS,INC. 

Louisiana, 

U.S.A. 
1,000 〃 

  
千カナダド

ル 
 100 

－ 〃 － 1 － 
HOYA LENS  

CANADA,INC. 

Ontario, 

CANADA 
270 〃 (100)

  千米ドル  80 

－ 

 当社ヘルス

ケア製品の研

究 

－ 2 － 
VISION MEMBRANE  

TECHNOLOGIES,INC.

※ 

California 

U.S.A. 
9,750 ヘルスケア (80)

  千米ドル  100 

－ 
当社クリスタ

ル製品の販売 
1 1 － HOYA CRYSTAL, 

INC.※ 

New York, 

U.S.A 
4,233 クリスタル (100)

（持分法適用関連

会社） 
 百万円  

50 － － 1 1 － 
ＮＨテクノグラス

㈱ 

神奈川県横浜

市 
3,000 

エレクトロオ

プティクス 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）には、グローバル本社及び海外の地域本社に所属している従業員数を記載しております。 

３．従業員数が前期末に対し、3,942名増加しましたのは、主にエレクトロオプティクス部門のベトナム・中国

等における製造拠点の拡大によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

        ２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．平均年間給与は、米国の在外支店の従業員963名分を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループ各社と労働組合との労使関係は、相互理解と信頼のもとに建設的な労使協議会を通じて、積極的に

生産性向上運動を推進しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

エレクトロオプティクス 17,133 

ホトニクス 191 

ビジョンケア 6,794 

ヘルスケア 733 

クリスタル 86 

サービス 185 

全社（共通） 54 

合計 25,176 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

3,220 41.0 12.8 6,861,032 



第２【事業の状況】 

 当社グループ各社は、消費税及び地方消費税に係る会計処理方法につき税抜方式を採用しているため、以下の記載

金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度は、好調なデジタル家電関連製品をけん引役として、円安基調を背景に、輸出産業中心に企業収益

は順調な成長を示してまいりました。政府も８月に「景気の踊り場状況の脱却」を宣言し、その後景気の基調判断を

上方修正してまいりました。企業の設備投資の計画も上向きで、雇用の改善を受けて個人消費にも明るさが増し、内

需関連も堅調に回復してまいりました。 

  

 このような状況下における当社グループの「事業の種類別セグメント（部門別）」の業績は次の通りであります。

情報・通信分野 

①エレクトロオプティクス部門 

 半導体製造用のマスクブランクスは、位相シフトマスク用ブランクス等、高精度製品の受注が増加し、前連結会計

年度に比べて売上は増加しました。 

 半導体製造用のフォトマスクは、65nm（ナノメートル）クラス等の最先端品の受注は好調でしたが、前連結会計年

度に普及品クラスの特別な受注があった関係で、売上は前連結会計年度とほぼ同じレベルとなりました。液晶用大型

マスクは、パネルメーカー各社における活発な新ラインの立ち上げおよび新機種開発により、最先端大型マスク需要

が好調で、前連結会計年度に比べて売上は増加しました。 

 ＨＤＤ（ハードディスク装置）用ガラスディスクは、ノートパソコンの販売が堅調であったため、携帯音楽プレイ

ヤー向け等の新アプリケーションは期の半ばから減速しましたものの、売上は前連結会計年度に比べて増加しまし

た。 

 光学レンズは、新しい用途としてカメラ付き携帯電話向けの出荷を開始し、また製品の高付加価値化戦略を推し進

めたため、デジタルカメラ向けの緩やかな回復と併せて、前連結会計年度に比べて売上は増加しました。 

 この結果、当部門の売上高は、前連結会計年度に比べ15.0％増の1,905億５千１百万円、営業利益は、前連結会計

年度に比べ18.3％増の748億６千２百万円となりました。 

②ホトニクス部門 

 当部門は各種レーザー機器、電子産業用光源、特殊光学ガラス等を扱っております。前連結会計年度（平成17年３

月期）の売上の大幅な増加は、事業再編のためのグループ内における事業の移管によるものであります。 

 当部門の売上高は、前連結会計年度に比べ6.1％減の100億９千２百万円、営業利益は、前連結会計年度に比べ

4.6％増の９億３千３百万円となりました。 

アイケア分野 

①ビジョンケア部門 

 メガネレンズの国内市場は、前連結会計年度に比べ市況が低迷するなか、当社では新製品の市場投入と累進レンズ

を中心とした製品の高付加価値化により高価格帯で成長しましたが、低価格帯での厳しい価格競争により、国内全体

の売上は前連結会計年度とほぼ同レベルとなりました。 

 メガネレンズの海外市場ではアジア・太平洋、欧州、北米のすべての地域で新製品の市場投入と高屈折レンズ等の

製品の高付加価値化を進めて堅調に推移し、海外市場合計の売上は前連結会計年度に比べて増加しました。 

 この結果、当部門の売上高は、前連結会計年度に比べ10.0％増の1,044億５千６百万円、営業利益は、前連結会計

度に比べ19.3％増の203億６千９百万円となりました。 



②ヘルスケア部門 

 コンタクトレンズは、市場で安売り店が価格競争を続ける中、当社では継続的な新規出店と専門知識を活かしたコ

ンサルティング販売による遠近両用レンズ等の高付加価値商品の販売拡大により、前連結会計年度に比べて売上は増

加しました。 

 眼内レンズ(IOL)は、軟性（ソフト）眼内レンズが国内外で好調に推移し、特にイエローレンズが好評で、前連結

会計年度に比べ売上は増加しました。 

 この結果、当部門の売上高は、前連結会計年度に比べ13.0％増の354億８千３百万円、営業利益は、前連結会計年

度に比べ3.9％減の68億５千９百万円となりました。 

生活文化分野 

①クリスタル部門 

 クリスタルは、事業の再構築のために規模を縮小しており、売上は前連結会計年度に比べて減少しました。 

 この結果、当部門の売上高は、前連結会計年度に比べ49.2％減の18億６千４百万円、営業損失が１億５千４百万円

となりました。 

②サービス部門 

 平成18年３月１日付で、ＨＯＹＡサービス㈱の人材派遣事業を売却いたしましたが、当部門の売上高は、前連結会

計年度に比べ4.2％増の17億７千７百万円、営業利益は６億４千６百万円となりました。 

また、当社グル－プの「所在地別セグメント」の業績は次のとおりであります。 

①日本 

 情報・通信分野で高精度製品の受注が拡大し、主力の工場はフル生産を続けました。アイケア分野では、メガネレ

ンズの一部は低価格化傾向に悩まされましたが、高付加価値製品の販売強化で収益を確保し、ヘルスケア部門も高付

加価値製品の販売を継続しました。 

 この結果、売上高は、前連結会計年度に比べ、6.1％増の2,449億９千８百万円、営業利益は、前連結会計年度に比

べ、15.6％減の384億８千４百万円となりました。 

  

②北米 

 メガネレンズは、高付加価値製品を強化し、また、ドル高による為替の影響もあり、前連結会計年度に比べ売上高

が増加しました。 

 この結果、売上高は、前連結会計年度に比べ、15.3％増の354億７千１百万円となり、営業利益は、前連結会計年

度に比べ、1,651.6％増の10億８千６百万円となりました。 

  

③欧州 

 メガネレンズは、主要市場であるドイツにおいて2003年12月にメガネの購入に係る保険制度が廃止されたことによ

り、前期は市場の低迷が続いていましたが、保険制度廃止からの回復もあり売上高は増加しました。 

 この結果、売上高は、前連結会計年度に比べ、16.1％増の392億３千１百万円、営業利益は、前連結会計年度に比

べ、11.7％増の65億４千８百万円となりました。 

  

④アジア 

 エレクトロオプティクス部門での主力の生産拠点においてフル稼働が続き、また、新工場での生産開始により売上

高が大幅に増加しました。メガネレンズも各地域に即したマーケティング活動を展開し、売上高は増加しました。 

 この結果、売上高は、前連結会計年度に比べ、93.9％増の245億２千６百万円、営業利益は、前連結会計年度に比

べ、53.3％増の481億１千４百万円となりました。 

  



以上の結果、当社グル－プの連結売上高は、前連結会計年度に比べ、11.7％増の3,442億２千８百万円となり、国内

売上高は4.3％増の1,735億６百万円、海外売上高は20.4％増の1,707億２千２百万円となりました。 

 利益面では、営業利益が、前連結会計年度に比べ、19.0％増の1,010億９千５百万円、経常利益は15.8％増の1,036

億３千７百万円となりました。また、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度に比べて17.9％増の756億２

千万円となりました。１株当たり当期純利益は、当連結会計年度の平成17年11月15日付をもって当社普通株式１株に

つき４株の割合による株式の分割を行っており、前連結会計年度に比べ、407円13銭減の171円71銭となりました。売

上高と併せて、いずれも通期の業績として過去最高を更新しました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、上記（１）に記載した業績に基づき、税金等調整

前当期純利益は973億６千７百万円（前連結会計年度比139億１百万円増）と、減価償却費262億５千１百万円（前連

結会計年度比45億９千１百万円増）を主体とした収入から、売上債権の増加額40億４千１百万円（前連結会計年度比

13億５千２百万円減）とたな卸資産の増加額25億４千６百万円（前連結会計年度比２千１百万円増）、法人税等の支

払額182億４千６百万円（前連結会計年度比50億１千１百万円支出減）などの支出を減算した結果、1,058億５千５百

万円（前連結会計年度比298億５千５百万円収入増）の純収入となりました。 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、エレクトロオプティクス部門の次期製品対応投資

を中心とした有形固定資産の取得による支出477億４千１百万円（前連結会計年度比143億４千８百万円支出増）を主

体に、520億１千２百万円（前連結会計年度比164億８千８百万円支出増）の純支出となりました。 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支出234億２百万円（前連結会計年度比111

億５千７百万円支出増）、自己株式の取得による支出640億３千１百万円（前連結会計年度比639億９千３百万円支出

増）を主因として、857億８千７百万円の純支出となりました。前連結会計年度に比べて740億９千５百万円の支出増

加となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度に比べ293億減少し、835億７千４百万円となりまし

た。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

(2）受注実績 

    

(3）販売実績 

 （注）セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

      

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

エレクトロオプティクス 192,176 115.1 

ホトニクス 10,332 90.7 

ビジョンケア 100,748 109.3 

ヘルスケア 11,754 578.3 

クリスタル 1,561 51.1 

合計 316,573 114.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

エレクトロオプティクス 164,079 113.4 5,143 102.3 

ホトニクス 9,885 93.0 803 60.3 

ビジョンケア 20,929 106.9 253 82.8 

合計 194,894 111.4 6,201 93.0 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

エレクトロオプティクス 190,551 115.0 

ホトニクス 10,092 93.9 

ビジョンケア 104,456 110.0 

ヘルスケア 35,483 113.0 

クリスタル 1,864 50.8 

サービス 1,777 104.2 

合計 344,228 111.7 



３【対処すべき課題】 

  

 当社グル－プは、企業価値の最大化を重点方針に掲げ、世界市場においてトップシェアを獲得すべく、グローバル

にグループ経営を推し進めております。多岐にわたる事業運営において、経営資源の最適な組み合わせにより、競争

力を最大限に引き出し、業績向上に取り組んでまいります。 

 当社グループにおける経営課題は以下のとおりです。 

  

 (1) 市場変化への柔軟な対応と効率的な経営資源の活用 

 当社グループの事業領域は多岐にわたっておりますが、市場の動向にすばやく柔軟に対応していくために、顧客

のニーズを的確に把握し、競合に先んじた戦略を立案してまいります。当社グループの経営資源を適切に配分し、

設備投資、事業提携、Ｍ＆Ａ、事業の撤退・縮小といった判断をタイムリーに行なってまいります。 

 (2) 新たな事業・技術の創出 

 企業収益を確保し、成長し続けるためには、既存事業の伸長はもとより、他社に真似の出来ない技術を開発し、

新たな事業を創出していくことにより、従来とは異なる成長分野を生み出すことが重要な課題と認識しておりま

す。 

 世界に通用する技術や競争優位性の高い製品の開発、新規事業の開拓・創造、そして次代を担う人材の獲得・育

成にさらに力を注いでまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

  

（1）為替レートの変動について 

 当社グループでは、事業をグローバルに展開しておりますが、主要生産国の為替レートの上昇は、輸出価格の

上昇を招き、連結ベースでコストの上昇をもたらす可能性があります。主要販売国の為替レートの下落は、売上

高の減少を起こすおそれがあります。 

（2）国際情勢の影響について 

 現在、世界の一部地域においては緊迫した情勢が続いておりますが、今後、ある地域でヒト・モノ・カネの動

きが異常に抑制された場合、また当社グループが事業を行なっている国々で、政治・経済または法環境の変化、

労働力の不足、ストライキ、天災地変等の予期せぬ事象が起きた場合には、事業の遂行に問題が生じる可能性が

あります。 

（3）生産材のビジネスである点について 

 当社の収益の大きな部分を占めるエレクトロオプティクスの製品群は、その全てが中間生産材・部材であり、

当社製品を使用して製造される半導体、液晶パネルあるいはＨＤＤのように製品、さらにそれらを使用して製造

されるパソコンやデジタル家電製品等の景況によって伸長が大きく左右されます。 

（4）消費材分野におけるディスカウンターの出現と価格低下について 

 近年、消費材の市場では、従来になかった安売り店が出現し、価格低下を引き起こしています。これら安売り

店の影響が、当社が進めておりますコストダウンと高付加価値戦略で吸収しきれないほど進むと、当社グループ

の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（5）新製品開発力について 

 当社グループが属する業界は技術的な進歩が急速で、当社では絶えず最先端の技術を開発するよう努めており

ますが、当社グループが業界と市場の変化を充分に予測できず、顧客のニーズにあった新製品をタイムリーに開

発できない場合には、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（6）競合について 

 当社グループは、多くの製品で業界トップシェアを有しておりますが、絶えず厳しい競争にさらされておりま

す。当社グループが、将来においてもその圧倒的なシェアを保持し続け、有効に競争できるという保証はなく、

価格面での圧力または有効に競争できないことによる顧客離れは、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 



（7）生産能力について 

 現在当社グループは複数の分野で生産能力を上回る受注に応えるべく生産能力を増強しておりますが、なんら

かの要因により立ち上げが遅れるようなことがあれば、当社の業績への影響のみならず、得意先の生産・販売計

画に影響を与え、競合他社のシェア拡大等のおそれがあり、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

（8）新規事業について 

 将来の成長のために新規事業は重要ですが、有望な新規事業のメドがつかない場合は当社グループの成長が計

画どおり進まないおそれがあります。また、事業戦略の一環として企業買収等を行なうことがありますが、買収

後に予期せぬ障害が出てきて予定外の時間と費用がかかり、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループにおける研究開発活動は、主として当社の二つの部門が担当しており、当連結会計年度における主た

る事業の種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりであります。 

 なお、当社グループの当連結会計年度における研究開発費の総額は、14,134百万円であります。 

  

エレクトロオプティクス事業 

（１）研究開発の目的 

 既存事業領域における新製品・新技術の開発及び新たな成長を担う新事業開発のための新製品・新技術の開発を進

めております。 

（２）研究開発の主要課題 

 既存事業分野では、次世代リソグラフィー技術の開発、メモリーディスクの最新及び次世代磁気記録技術の開発、

メディカル関連技術の開発を課題としております。また新規事業創出を目的とする研究開発では、次世代半導体材料

である炭化シリコン単結晶基板を用いたパワーデバイスの開発、ディスプレー用の高速液晶エンジンの開発、光通信

用の集積化モジュールの開発等を課題としております。 

（３）研究開発の成果 

 次世代リソグラフィー技術の分野では、最先端超低欠陥ＥＵＶ高反射マスクの開発を進めています。メモリーディ

スクでは、業界技術ロードマップに従い、高密度垂直磁気記録媒体技術の開発を更に押し進めました。 

 炭化シリコン単結晶基板は単結晶基板およびエピタキシャル基板を当社独自の製法で作製し、これを用いたパワー

デバイスの開発を進めております。高性能デバイス開発により炭化シリコンパワーデバイスの実用化が促進されると

期待しております。ディスプレー用高速液晶エンジンはデバイスの完成に伴いデバイスの事業化を目指して参りま

す。光通信業界は活性期に入りつつあり、今後光コンポーネント市場の本格的な発展に期待して、モジュールの用途

拡大に向け更に開発を進めて参ります。 

（４）研究開発体制 

 既存事業領域では各事業部門の開発センターもしくは技術開発部が、顧客に直結して研究開発を進めております。

一方、新事業開発のための研究開発は事業開発部門が担い、マイルストーンを設けた有期の開発プロジェクトとして

実行することで、開発の効率化をはかると共に、予見不能な開発リスクに対応しております。また、自社のリソース

を越えて幅広く最先端技術を獲得するため、ベンチャー企業への投資や買収を積極的に行なっております。 

 なお、当部門の当連結会計年度における研究開発費は、8,289百万円であります。 



ビジョンケア事業 

（１）研究開発の目的 

 ビジョンケアカンパニーでは、世界中のお客様のVision Careの満足度を高めるため、次のような研究開発の目的

をかかげております。 

 ①眼鏡レンズ用新素材の開発 

 ②眼鏡レンズ用表面処理技術の開発 

 ③新しい設計思想に基づいたレンズの開発（累進レンズ・非球面レンズ） 

 ④機能レンズの開発 

（２）研究の主要課題 

 眼鏡レンズに要求される機能である、光学的に高い性能を持ち、より薄く軽く安全性に富む素材の開発、即ち新し

いプラスチックレンズ材料の開発が主要課題であります。これに合わせ素材の持つ性能をさらに高いレベルで眼鏡レ

ンズの性能に結びつけられる表面処理技術の開発、さらに機能的によりすぐれた新しいタイプのレンズ、新しい設計

思想に基づいた非球面レンズや累進レンズを開発することが、レンズ開発において最も重要なテーマであります。 

 また、機能を訴求する眼鏡レンズとして、偏光や調光、ＵＶカット機能等特殊フィルタ－の眼鏡レンズの開発も課

題としております。 

（３）研究開発の成果 

 ゆれゆがみの少ない両面複合累進レンズに、新たに中近タイプのレンズを加え、昨年11月にＥＹＡＳ素材によるＨ

ＯＹＡＬＵＸ ｉＤ Ｃｌｉａｒｃ１.６、本年２月にＥＹＮＯＡ素材によるｉＤ Ｃｌｉａｒｃ１．６７を発売い

たしました。その他、昨年11月に両面非球面レンズのＮｕｌｕｘ ＥＰ１．６７を発売致しました。 

 機能レンズでは、発消色速度などの優れた調光レンズＳｕｎＴｅｃｈに、ＥＹＮＯＡ素材によるレンズ、また両面

複合累進レンズを加えるまど、Ｓｕｎｔｅｃｈアイテムの拡充を行いました。 

 さらに、耐擦傷性、撥水性の優れたＳＦＴコ－トの海外展開、新規調光レンズや累進レンズの開発など、海外各 

地域のニーズに合わせた商品開発も進めております。 

（４）研究開発の体制 

 研究開発体制をより充実するものとするため、日本を拠点に海外の生産技術部門との連携による、国内外の技術情

報の共有化、統合化をより強力に進め、競争力の源泉となる技術で世界展開を図っていきます。顧客満足度を高める

ため、商品の高付加価値化、低コスト、商品開発の早期現実を目指し、さらに製品開発から生産技術開発、製造開発

に至る一連の研究開発体制を充実させていきます。 

 なお、当部門の当連結会計年度における研究開発費は、2,566百万円であります。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

  

１．経営成績 

（1）売上高の状況 

 2006年３月期の連結売上高は、前期に比べて11.7％増の3,442億２千８百万円となりました。主要部門別にみると

「情報・通信」分野のエレクトロオプティクス部門が前期比15.0％の増収、「アイケア」分野のビジョンケア部門が

前期比10.0％の増収、ヘルスケア部門が前期比13.0％増収となりました。 

 顧客の地域別売上高の内訳をみると、国内が1,735億６百万円と前期に比べて4.3％増加し、海外は1,707億２千２

百万円と前期に比べて20.4％増加しました。これにより、国内外の売上構成比は、国内が50.4％、海外が49.6％とな

りました。前期は国内が54.0％、海外が46.0％でしたので、引き続き海外売上高の構成比が増加しました。 

 当社では、在外子会社の現地通貨による財務諸表を、当期の平均為替レートで円に換算した場合と、前期の平均為

替レートで換算した場合とを比較することにより、当期の業績における為替の影響を算出しています。当期の平均為

替レートは、米ドルが前期比5.9％円安の113円93銭、ユーロが前期比1.8％円安の138円13銭、タイ・バーツが前期比

4.9％円安の２円81銭でした。米ドル、ユ－ロ及びタイ・バーツについては円安でしたので、円に換算した場合該当

地域にあるグループ各社の業績は膨らむことになります。グループ全体の為替への影響額は、売上高で47億１千８百

万円、当期純利益で26億５千万円、ともにプラスとなりました。 

  



（2）利益の状況 

 売上高の増加に伴い、売上原価は前期に比べて8.9％増加し1,720億３千３百万円となりました。売上高の伸び率

11.7％に比べ、売上原価の伸び率が低かったため、売上総利益率は、50.0％となり、前期の48.7％より1.3ポイント

上昇しております。販売費及び一般管理費も売上高の増加に伴い、710億９千８百万円と前期に比べて9.0％増加しま

したが、売上高の伸び率を下回り、売上高に対する比率は、20.7％と、前期の21.1％より0.4ポイント低下しており

ます。 

 この結果、営業利益は前期に比べて19.0％増加し1,010億９千５百万円となり、営業利益率は、前期を1.8ポイント

上回る29.4％となりました。四半期毎の営業利益率の推移は、第１四半期が30.6％、第２四半期が29.1％、第３四半

期が31.2％、第４四半期が26.7％となりました。 

 経常利益は、持分法による投資利益が前期に比べて24億２千２百万円減少したことや、為替差益が前期に比べて６

億３千３百万円減少したこともあり、前期比15.8％増の1,036億３千７百万円となりました。 

 当期純利益は前期に比べて17.9％増加し、756億２千万円となりました。  

 １株当たり当期純利益は、当連結会計年度の平成17年11月15日付をもって当社普通株式１株につき４株の割合によ

る株式の分割を行っており、前期の578円84銭から171円71銭となりました。 

 売上高、営業利益、経常利益及び当期純利益は、いずれも通期の業績として過去最高を記録しました。 

 総資産当期純利益率（ROA）は、21.2％と前期に比べて1.2ポイント向上、株主資本当期純利益率（ROE）は、

27.1％と前期に比べて1.3ポイント向上しました。また当期の１株当たり年間配当金は、150円となりました。なお、

中間配当金は株式分割前の発行済株式総数をもとにして決定されており、期末配当金は株式分割後の発行済株式総数

をもとに決定されております。 

  

２．財政状態 

 資産の部については、現金及び預金が前期に比べて26.0%減少し835億７千４百万円となりました。これが大きな要

因となり、流動資産は前期に比べて8.8％減少し2,122億７千３百万円となりました。有形固定資産が26.7％増の

1,206億３百万円、投資その他の資産が19.7％増の211億２千３百万円となったため、固定資産は前期に比べ26.1％増

加の1,491億５千２百万円となりました。総資産は3,615億３千７百万円で、前期に比べて2.9％増加しました。 

 負債の部については、支払手形及び買掛金が前期に比べて14.8％増加し280億７千万円、未払法人税等が43.1％増

加し143億４千２百万円となり、流動負債は793億５百万円と前期に比べ12.0％の増加となりました。固定負債は前期

に比べ7.1％減少し18億３千１百万円となりました。負債合計は、811億３千７百万円と前期に比べて11.5％増加しま

した。 

 資本の部については、利益剰余金が当期純利益756億２千万円による増加に対し、配当金233億９千８百万円、自己

株式消却額531億８千万円ほかにより775億２千９百万円減少した結果、2,663億４千５百万円と前期に比べて19億１

千万円、0.7％減少したことに加え、資本控除項目である為替換算調整勘定が118億２千９百万円減少しました。自己

株式については、84億１百万円増加しました。資本合計は前期に比べ0.6％増加し2,794億８千万円となりました。株

主資本比率は77.3％となり、前期の79.1％から1.8ポイント低下しました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資額（有形固定資産のほか無形固定資産を含む。）は487億８千５百万円となり、所要資金

はすべて自己資金にて賄っております。 

 なお、当連結会計年度における設備投資は、将来の市場を見据え、高い競争力を発揮することが出来るように事業

構造改革投資および次世代製品開発のための投資に特化いたしました。 

  

 主要な事業の種類別セグメントの設備投資額は次のとおりであります。 

(1) エレクトロオプティクス事業 

 次世代製品開発のための設備投資のほか、主としてブランクス、マスク製造設備の増設を行い、設備投資額は372

億４千３百万円となりました。 

(2) ビジョンケア事業 

 主として在外子会社での製造設備の増設を行い、設備投資額は79億５千８百万円となりました。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

平成18年３月31日現在

(2）国内子会社 

平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（名） 建物及び

構築物 

機械装置・
熔解炉及び
運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

本社 

(東京都新宿区) 
全社 オフィスビル 597 13 

405 

(1)
81 1,096 47 

長坂工場・八王子工場・熊

本工場 

(山梨県北杜市・東京都八

王子市・熊本県菊池郡大津

町) 

エレクトロオ

プティクス 

エレクトロニ

クス製品の製

造設備 

3,630 9,197 

1,623 

(196)

[2]

921 15,373 635 

昭島工場 

(東京都昭島市) 
〃 

エレクトロオ

プティクス製

品の製造設備 

1,234 1,426 
101 

(44)
4,988 7,750 173 

長野テクノロジーセンター 

(長野県下伊那郡高森町) 
〃 〃 296 542 

500 

(24)
66 1,405 66 

レンズテクノロジー 

センター 

(東京都あきる野市) 

ビジョンケア 

ビジョンケア

製品の研究開

発施設 

791 641 
399 

(32)
177 2,009 198 

水口ラボ 

(滋賀県甲賀市水口町) 
〃 

ビジョンケア

製品の製造設

備 

875 1,447 
599 

(28)
123 3,046 137 

児玉工場 

(埼玉県本庄市) 
ヘルスケア 

ヘルスケア製

品の製造設備 
304 433 

667 

(26)
75 1,481 92 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び

構築物 

機械装置・
熔解炉及び
運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

ＨＯＹＡヘル

スケア㈱ 

新宿店ほか 

(東京都新宿区

ほか) 

ヘルスケア 販売店舗 764 － － 400 1,164 454 



(3）在外子会社 

平成18年３月31日現在

  

 （注）１．帳簿価額の「その他」には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２．帳簿価額の「その他」には、無形固定資産の金額を含んでおります。 

３．上記中［外書］は、連結会社以外から賃借している土地の面積であります。 

     ４．上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び

構築物 

機械装置・
熔解炉及び
運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

HOYA GLASS  

DISK 

(THAILAND) 

LTD. 

タイ工場 

(Lumphun, 

THAILAND) 

エレクトロ

オプティク

ス 

エレクトロ

ニクス製品

の製造設備 

2,823 3,990 
400 

(99)
656 7,871 5,019 

HOYA 

MAGNETICS 

SINGAPORE 

PTE LTD. 

シンガポール

工場 

(Tuas Link, 

SINGAPORE) 

〃 〃 645 7,850 － 2 8,497 578 

HOYA 

OPTICS 

(THAILAND) 

LTD. 

タイ工場 

(Lumphun, 

THAILAND) 

〃 

オプティク

ス製品の製

造 

1,184 2,756 
162 

(34)
284 4,387 4,027 

HOYA LENS 

THAILAND 

LTD. 

タイ工場 

(Patumthani, 

THAILAND) 

ビジョンケ

ア 

ビジョンケ

ア製品の製

造設備 

2,481 4,082 
461 

(106)
1,760 8,785 2,061 

HOYA LENS 

DEUTSCHLAND 

GMBH. 

ドイツ工場 

(Mullheim, 

GERMANY) 

〃 〃 1,438 1,297 
345 

(90)
178 3,261 489 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
台数 
（台）

リース期
間（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

長坂工場・八王子工場・熊本

工場 

(山梨県北杜市・東京都八王

子市・熊本県菊池郡大津町) 

エレクトロオ

プティクス 

エレクトロ

ニクス製品

の製造設備 

1 ５ 203 407 

昭島工場 

(東京都昭島市) 
〃 

エレクトロ

オプティク

ス製品の製

造設備 

8 ４～７ 5 4 

レンズテクノロジー 

センター 

(東京都あきる野市) 

ビジョンケア 

ビジョンケ

ア製品の研

究開発施設 

2 ４～５ 6 11 



(2）国内子会社 

平成18年３月31日現在

(3）在外子会社 

平成18年３月31日現在

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１．完成後における生産能力の大きな増加はありません。 

    ２．投資予定額には、有形固定資産のほか無形固定資産への投資額を含めております。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
台数 
（台）

リース期
間（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

ＨＯＹＡサー

ビス㈱ 

本社ほか 

(東京都新宿

区ほか) 

サービス 
コンピュー

タほか 
34 ４～５ 194 587 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
台数 
（台）

リース期
間（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

HOYA LENS 

FRANCE  

S.A.S. 

フランス工場 

(Velenton, 

FRANCE) 

ビジョンケア 

ビジョンケ

ア製品の製

造設備 

51 ６～12 62 329 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調
達方法 

着手年
月 

完了予
定年月 

総額 
（百万
円） 

既支払
額 
（百万
円） 

 提出会社 

 長坂工場・八王子工

場・熊本工場 

 （山梨県北杜市・東京

都八王子市・熊本県菊

池郡大津町） 

 エレクト

ロオプティ

クス 

 エレクトロ

ニクス製品

の製造設備

の合理化及

び増設 

3,700 － 
 自己資

金 

 平成18

年４月 

 平成18

年６月 

HOYA MAGNETICS SINGAPORE PTE LTD. 
 シンガポール工場 

(Tuas Link,SINGAPORE) 
〃   〃 8,800 － 

 自己資

金 

 平成18

年４月 

 平成18

年９月 

HOYA GLASS DISK VIETNAM LTD. 
 ベトナム工場 

 (Hanoi,VIETNAM) 
〃  〃  5,600 － 

 自己資

金 

 平成18

年４月 

 平成19

年３月 

HOYA ELECTRONICS KOREA CO.,LTD. 
 韓国工場 

（大韓民国、京畿道） 
〃   〃 1,800 － 

 自己資

金 

 平成18

年10月 

 平成18

年12月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合は、これに相当する額を減ずる。」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月21日定時株主総会決議 

 （平成14年10月21日取締役会決議） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,250,519,400 

計 1,250,519,400 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 435,017,020 同左 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 435,017,020 同左 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 5,760 5,596 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,304,000 2,238,400 

新株予約権の払込金額（円） 1,918 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年10月１日 

～平成19年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：1,918 

資本組入額： 959 
同左 

 



 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の行使の条件 

１．１個の本新株予約権の一部の
行使は認めない。 

 ２．本新株予約権者の相続人による

本新株予約権の行使は認めな

い。 

 ３．本新株予約権者が以下のいずれ

かの事項に該当する場合、本新

株予約権者は本新株予約権を行

使することができない。 

  (1)本新株予約権者が、当社または

当社の関係会社（「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関

する規則」第８条第８項におい

て定義される「関係会社」をい

い、以下「当社関係会社」とい

う。）の取締役または社員を任

期満了前に退任もしくは定年前

に退職したとき。 

  (2)本新株予約権者が、当社または

当社の関係会社の取締役または

社員を、任期満了により退任

し、もしくは定年退職した後に

以下のいずれかの者の役員また

は社員もしくは業務受託者とな

ったとき。 

  (i)当社または当社の関係会社が 

製造もしくは販売する商品と市

場において競合する商品を製

造・販売もしくは研究開発する

ことを業とする第三者 

  (ii)当社または当社の関係会社が 

提供する役務ち市場において競

合する役務を提供もしくは研究

開発することを業とする第三者

  (3)本新株予約権者が、当社または

当社関係会社に対して訴訟を提

訴したとき。 

  (4)本新株予約権者が、当社もしく

は当社関係会社の社内規定（就

業規則を含む、以下「社内規定

等」という。）に違反し、当社

取締役会が決定した懲戒を受け

たときまたは当社もしくは当社

関係会社を懲戒免職されたと

き。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の譲渡、質入その他
の処分は認めない。 

同左 



 （平成15年５月23日取締役会決議） 

② 平成15年６月20日定時株主総会決議 

 （平成15年11月27日取締役会決議） 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 40 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,000 同左 

新株予約権の払込金額（円） 1,673 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年10月１日 

～平成19年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：1,673 

資本組入額： 837 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 上記「（平成14年10月21日取締

役会決議）」と同条件でありま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同左 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,494 1,486 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 597,600 594,400 

新株予約権の払込金額（円） 2,438 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年10月１日 

～平成20年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：2,438 

資本組入額：1,219 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 上記「（平成14年10月21日取締

役会決議）」と同条件でありま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同左 



③ 平成16年６月18日定時株主総会決議 

 （平成16年11月25日取締役会決議） 

④ 平成17年６月17日定時株主総会決議 

 （平成17年12月22日取締役会決議） 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,484 1,478 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 593,600 591,200 

新株予約権の払込金額（円） 2,713 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月１日 

～平成21年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：2,713 

資本組入額：1,357 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 上記「（平成14年10月21日取締

役会決議）」と同条件でありま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同左 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 2,225 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 890,000 同左 

新株予約権の払込金額（円） 4,150 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月１日 

～平成27年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：4,150 

資本組入額：2,075 
同左 

 



（注）平成17年７月20日開催の取締役会決議により、平成17年11月15日付で１株を４株とする株式分割を行っておりま 

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の行使の条件 

 １．新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、

当社または当社子会社の取締

役、執行役もしくは従業員の

地位にあることを要す。ただ

し、任期満了による退任、定

年退職その他正当な理由のあ

る場合にはこの限りではな

い。 

 ２．新株予約権の相続は認めな

い。 

 ３．新株予約権割当契約で、権利

行使期間中の各年（１月１日

から12月31日までの期間）に

おいて権利行使できる新株予

約権の個数の上限または新株

予約権の行使によって発行さ

れる株式の発行価額の合計額

の上限を定めることができる

ものをする。 

 ４．その他権利行使の条件は、新

株予約権発行の取締役会決議

に基づき、新株予約権割当契

約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡、質入その他の

処分は認めない。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１. 自己株式の消却による減少  

    ２．株式分割（１：４）による増加 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年６月１日 

（注）１ 
△3,775 112,349 － 6,264 － 15,898 

平成17年11月15日 

（注）２ 
337,047 449,396 － 6,264 － 15,898 

平成18年２月１日 

（注）１ 
△14,379 435,017 － 6,264 － 15,898 



(4）【所有者別状況】 

  （注）１．自己株式4,401,607株は、「個人その他」に44,016単元及び「単元未満株式の状況」に7株含まれておりま 

      す。 

    ２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が58単元含まれております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 204 61 378 674 20 50,452 51,789 － 

所有株式数

（単元） 
－ 1,168,729 43,214 74,968 2,362,614 105 699,679 4,349,309 86,120 

所有株式数の

割合（％） 
－ 26.87 0.99 1.72 54.33 0.00 16.09 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）所有株式数は、百株未満を切り捨てて表示しております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 281,424 6.46 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

（常任代理人株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券 

決済業務室） 

 P.O.Box 351 Boston 

 Massachusetts 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

249,435 5.73 

日本マスタートラスト信託 

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 228,443 5.25 

ザチェースマンハッタンバン

クエヌエイロンドン 

（常任代理人株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券 

決済業務室） 

 360 N.Crescent Drive Beverly Hills, 

 CA 90210 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

218,406 5.02 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

505103 

（常任代理人株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券 

決済業務室） 

 P.O.Box 351 Boston 

 Massachusetts 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

152,915 3.51 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟） 

115,306 2.65 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
100,001 2.29 

ザチェースマンハッタンバン

クエヌエイロンドンエスエル

オムニバスアカウント 

（常任代理人株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券 

決済業務室） 

 360 N.Crescent Drive Beverly Hills, 

 CA 90210 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

93,460 2.14 

山中 衛 東京都練馬区 90,197 2.07 

ザチェースマンハッタンバン

ク385036 

（常任代理人株式会社みずほ

コ－ポレ－ト銀行兜町証券決

済業務室） 

 360 N.Crescent Drive Beverly Hills, 

 CA 90210 U.S.A. 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

87,464 2.01 

計 － 1,617,054 37.17 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,800株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数58個が含まれております。  

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 4,401,600 

  

－ － 

完全議決権株式（その他） 
 普通株式  

430,529,300 
4,305,293 － 

単元未満株式 
 普通株式 

86,120 
－ 

１単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数 435,017,020 － － 

総株主の議決権 － 4,305,293 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

ＨＯＹＡ株式会社 

東京都新宿区中落合

二丁目７番５号 
4,401,600 － 4,401,600 1.01 

計 － 4,401,600 － 4,401,600 1.01 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は法令に基づき、新株予約権を発行する方法に

よるものであります。 

 当該制度の内容は以下の通りであります。 

①平成14年６月21日定時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月21日第64期定時株主総会終結の時に在任す

る当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成

14年６月21日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（平成14年10月21日取締役会決議） 

  

（平成15年５月23日取締役会決議） 

決議年月日 平成14年10月21日 

付与対象者の区分及び人数（人） 

当社取締役      6 

当社子会社取締役   43 

当社従業員     121 

当社子会社従業員   58 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成15年５月23日 

付与対象者の区分及び人数（人） 
当社従業員      １ 

当社子会社従業員   １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



②平成15年６月20日定時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成15年６月20日第65期定時株主総会終結の時に在任す

る当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成

15年６月20日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（平成15年11月27日取締役会決議） 

③平成16年６月18日定時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月18日第66期定時株主総会終結の時に在任す

る当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成

16年６月18日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（平成16年11月25日取締役会決議） 

決議年月日 平成15年11月27日 

付与対象者の区分及び人数（人） 

当社取締役      8 

当社子会社取締役   14 

当社従業員      60 

当社子会社従業員   35 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年11月25日 

付与対象者の区分及び人数（人） 

当社取締役      8 

当社子会社取締役    5 

当社従業員      54 

当社子会社従業員   43 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



④平成17年６月17日定時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年６月17日第67期定時株主総会終結の時に在任す

る当社及び当社子会社の取締役、執行役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行すること

を、平成17年６月17日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（平成17年12月22日取締役会決議） 

⑤平成18年６月16日定時株主総会決議 

 会社法第238条及び第239条の規定に基づき、平成18年６月16日第68期定時株主総会終結の時に在任する当社の

従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、

平成18年６月16日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

決議年月日 平成17年12月22日 

付与対象者の区分及び人数（人） 

当社取締役      8 

当社子会社取締役   13 

当社従業員      85 

当社子会社従業員   77 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成18年６月16日 

付与対象者の区分 当社の従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 1,200,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

東京証券取引所における当社株式普通取引の新株予約権

発行決議日前日の終値（取引が成立しない場合はそれに

先立つ直近日の終値）とする。（注） 

新株予約権の行使期間 平成19年10月１日から平成28年９月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

 ・新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において 

も、当社の従業員または当社子会社の取締役もしくは従業

員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りで

はない。 

 ・新株予約権割当契約で、相続人、譲受人、質権の設定を

受けた者その他の新株予約権の割当を受けた者の承継人に

よる新株予約権の行使は認めないものとする。 

 ・新株予約権割当契約で、権利行使期間中の各年（１月１

日から12月31日までの期間）において権利行使できる新株

予約権の個数の上限または新株予約権の行使によって発行

される株式の発行価額の合計額の上限を定めることができ

る。 

 ・その他権利行使の条件は、新株予約権の募集事項を定め

る決議に基づき、新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権を取得するには取締役会の承認を

要するものとする。 



  

 （注） 新株予約権の目的となる株式の数及び払込価額は、以下の場合に調整されます。 

１．株式数の調整 

(ア）当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、当社は次の算式により目的たる株式の数（以下「目的株式

数」という。）を調整します。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち当該時点で行使されていない目

的株式数についてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数を切り捨てます。 

調整後目的株式数＝調整前目的株式数×分割または併合の比率 

(イ）当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は目的株式数を

調整することができます。この場合、上記（ア）但書を準用します。 

２．払込価額の調整 

(ア）当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整

の結果生ずる１円未満の端数を切り上げます。 

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×１／分割又は併合の比率 

(イ）当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は１株当たり払

込金額を調整することができ、調整の結果生じる１円未満の端数を切り上げます。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類】普通株式 

     イ【定時総会決議による買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

     ロ【子会社からの買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

     ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

     ニ【取得自己株式の処理方法】 

    ホ【自己株式の保有状況】 

 （注）「保有自己株式数」欄には、単元未満株式の買取による自己株式数を含めております。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月16日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年10月20日決議） 
16,000,000 64,000,000,000 

前決議期間における取得自己株式 15,686,800 63,999,973,000 

残存決議株式数及び価額の総額 313,200 27,000 

未行使割合（％） 2.0 0.0 

  平成18年６月16日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得自

己株式 
－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 14,379,000 53,180,633,464 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月16日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 4,313,479 



３【配当政策】 

 当社の利益配分につきましては、株主各位への利益還元と従業員の福祉、および将来の事業展開のための内部留保

の充実とのバランスを考慮し、中長期的な視点でキャッシュニーズを見ながら定めていきたいと考えております。 

    内部留保金につきましては、トップシェア企業の供給責任を果たすための生産能力の確保と次世代製品の開発に向

  けた設備投資、およびＨＯＹＡブランド確立のためのマーケット投資等に優先的に充当してまいります。さらに企業

  価値向上のためのＭ＆Ａ（企業の合併と買収）も積極的に可能性を追求し、タイムリーに投資していく計画でありま

  す。 

    当期の利益配当金につきましては、株主の皆様の日頃のご支援にお応えし、期末配当金は１株当たり30円とさせて

  いただきました。すでに実施済みの中間配当金１株当たり120円と合わせて、年間配当金は１株当たり150円となりま

  す。前述しましたように、当社は平成17年11月15日付で当社普通株式１株につき４株の割合をもって株式分割を実施

  しておりますので、前期との１株当たり利益配当金の増減比較は難しいのですが、便宜上、当期の１株当たり期末配

  当金を、株式分割前の発行済株式総数に合わせて比較するために仮に４倍にしてみますと120円となり、前期に比べ 

  て30円の増配と見ることができます。同様に、年間ベースでは前期に比べて１株当たり90円の増配と見ることができ

  ます。 

    当期の配当性向は、連結ベースで34.9％となり、株主資本配当率は9.4％となりました。ＨＯＹＡ株式会社単体ベ 

  ースでは、当期は配当額が当期純利益を上回り、配当性向は119.7％となり、株主資本配当率は27.5％となりまし 

  た。  

（注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月20日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 9,370 9,970 10,890 12,190 
15,350 

  □   5,040 

最低（円） 5,740 6,720 6,690 9,920 
10,830 

   □   3,690 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 4,220 4,480 4,510 4,780 5,040 4,830 

最低（円） 3,730 3,960 4,070 4,100 4,310 4,360 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役 
指名委員会 

委員長 
椎名 武雄 昭和４年５月11日生 

昭和28年６月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

〃 37年５月 同社取締役 

〃 50年２月 同社代表取締役社長 

平成５年１月 同社会長 

〃 ７年６月 当社取締役（現任） 

〃 11年12月 日本アイ・ビー・エム株式会社

最高顧問（現任） 

40 

取締役 
報酬委員会 

委員長 
茂木 友三郎 昭和10年２月13日生 

昭和33年４月 野田醤油株式会社（現 キッコ

ーマン株式会社）入社 

〃 54年３月 同社取締役 

〃 57年３月 同社常務取締役 

〃 60年10月 同社代表取締役常務取締役 

平成元年３月 同社代表取締役専務取締役 

〃 ６年３月 同社代表取締役副社長 

〃 ７年２月 同社代表取締役社長 

〃 13年６月 当社取締役（現任） 

〃 16年６月 キッコーマン株式会社    

代表取締役会長CEO（現任） 

40 

取締役    ─ 塙 義一 昭和９年３月16日生 

昭和32年４月 日産自動車株式会社入社 

〃 60年６月 同社取締役 

〃 63年１月 同社常務取締役 

平成２年６月 同社専務取締役 

〃 ３年６月 同社代表取締役副社長 

〃 ８年６月 同社代表取締役社長 

〃 11年６月 同社代表取締役会長兼社長 

最高経営責任者 

〃 12年６月 同社代表取締役会長 

最高経営責任者 

〃 13年６月 同社代表取締役会長 

〃 15年６月 同社相談役名誉会長（現任）

〃 15年６月 当社取締役（現任） 

40 

取締役    ─ 河野 栄子 昭和21年１月１日生 

昭和44年12月 株式会社リクルート入社 

〃 59年４月 同社取締役 

〃 60年８月 同社常務取締役 

〃 61年11月 同社専務取締役 

平成６年７月 同社取締役副社長 

〃 ９年６月 同社代表取締役社長 

〃 15年６月 当社取締役（現任） 

〃 15年６月 株式会社リクルート代表取締役

会長兼CEO 

〃 16年４月 同社取締役会長兼取締役会議

長 

〃 17年６月 同社特別顧問（現任） 

－ 

 



 （注）１．所有株式数は、百株未満を切り捨てて表示しております。 

２．取締役の椎名武雄、茂木友三郎、塙義一、河野栄子及び児玉幸治の各氏は会社法第２条第15号に定める社外

取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役 
監査委員会 

委員長 
児玉 幸治 昭和９年５月９日生 

昭和32年４月 通商産業省（現 経済産業

省）入省 

〃 60年６月 同大臣官房長 

〃 63年６月 同産業政策局長 

平成元年６月 通商産業事務次官 

〃 ３年６月 同退官 

〃 ３年６月 財団法人産業研究所顧問 

〃 ４年２月 株式会社日本興業銀行顧問 

〃 ５年６月 商工組合中央金庫理事長 

〃 13年６月 株式会社商船三井取締役（現

任） 

〃 13年７月 財団法人日本情報処理開発協

会会長（現任） 

〃 17年６月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役 

代表執行役 

最高経営 

責任者 
鈴木 洋 昭和33年８月31日生 

昭和60年４月 当社入社 

平成５年６月 当社取締役 

〃 ９年６月 当社常務取締役 

〃 11年４月 当社常務取締役エレクトロ 

オプティクスカンパニー 

プレジデント 

〃 11年６月 当社専務取締役 

〃 12年６月 当社代表取締役社長 

〃 15年６月 当社取締役兼代表執行役 

最高経営責任者（現任） 

7,220 

取締役 

執行役 

最高財務 

責任者 
江間 賢二 昭和22年11月８日生 

昭和45年３月 当社入社 

平成５年６月 当社取締役企画管理・経理・ 

購買担当 

〃 ９年６月 当社常務取締役戦略企画・財務

担当 

〃 12年６月 当社専務取締役コーポレート 

ファイナンス担当 

〃 13年６月 当社専務取締役CFO 

〃 15年６月 当社取締役兼執行役 

最高財務責任者（現任） 

〃 15年７月 HOYA HOLDINGS N.V.社長（現

任） 

448 

取締役 

執行役 

最高技術 

責任者 兼 

事業開発部門

長 

丹治 宏彰 昭和27年７月31日生 

平成４年４月 当社入社 

〃 ９年４月 当社Ｒ＆Ｄセンター先端技術 

研究所ゼネラル・マネジャー 

〃 11年７月 HOYA HOLDINGS,INC.上級副社長

〃 12年６月 当社取締役 

〃 13年11月 当社取締役事業開発部門長 

〃 15年６月 当社取締役兼執行役 

事業開発部門長（現任） 

〃 18年６月 当社最高技術責任者（現任） 

56 

  計 7,844 



３．当社は委員会設置会社であり、監査委員会、指名委員会及び報酬委員会を置いております。 

なお、各委員会は、次の取締役により組織されております。 

委員会名 取締役名 

監査委員会 児玉幸治、椎名武雄、茂木友三郎、塙義一、河野栄子 

指名委員会 椎名武雄、茂木友三郎、塙義一、河野栄子、児玉幸治 

報酬委員会 茂木友三郎、椎名武雄、塙義一、河野栄子、児玉幸治 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社はコーポレート・ガバナンスを経営上の最重要事項の一つと認識しており、これまでに数々の改革に取り組ん

でまいりました。当社では、「会社は株主のもの」と考え、株主価値の最大化を目指して経営を効率化しております

が、会社独自の論理だけで経営が行なわれないよう、株主の立場に立った監視役をおき、適宜助言をいただいており

ます。同時に経営と業務執行の分離を図り、意思決定の迅速化を図っております。株主の権利を尊重し、公平で迅速

な情報開示に努め、株主との対話を重視し積極的に経営に反映してまいります。 

  

１．施策の実施状況 

（1）コーポレートガバナンス体制の状況 

  ①取締役人数の減少と社外取締役の経営参加 

 当社では、取締役会の形骸化を防ぎ、充分に活発な議論ができるように、平成元年からすでに取締役の人数を徐々

に減少させてきました。 

 執行役員制度は採用しませんでしたが、事業部制、カンパニー制という組織形態の中で経営と業務執行の分離を進

めてきており、業務執行は各事業部門長が中心となって遂行してまいりました。 

 一方、社内の論理だけで意思決定が進んでしまうことを防ぐため、社内の序列や人間関係にとらわれず声をあげら

れるように、平成７年から社外取締役に加わっていただき、経営の監督・助言を受けるようにしました。平成13年に

は社外取締役は３名に増加しました。 

 この時点で取締役の人数は全部で６名と過去最小まで減少し、同時に社外取締役と社内取締役が同数になりまし

た。これを機会に社外取締役中心に任意の報酬委員会、指名委員会を設置し、株主の立場にたった外部の方の公平な

目で判断を仰ぐ体制作りをしました。このように当社は、委員会等設置会社への移行以前からすでに同様の体制を構

築しておりました。 

  

  ②委員会等設置会社（会社法施行により、現在は委員会設置会社）への移行 

 当社は平成15年６月の株主総会で定款を変更し、委員会等設置会社へ移行しました。取締役会が執行役に決定権限

を大幅に委譲することにより、執行役が業績向上を目的として迅速かつ効率的な経営を行うことができるとともに、

外部から招聘した社外取締役による公正な判断のもと、指名・報酬・監査の三委員会による監督機能の強化を目的と

したものであります。 

 委員会等設置会社への移行と同時に社外取締役が２名増加して５名になり、取締役会の過半数を占めるという、国

内上場企業では初めての体制となりました。また当社創立以来、初の女性取締役が誕生し、女性の視点からの助言に

も期待しました。 

 取締役会によって選任された３名の執行役は、いずれも社内取締役が兼任しております。 

＜コーポレート・ガバナンス体制の模式図＞ 



③各種委員会の概要 

 指名委員会は、取締役だけでなく執行役の選任・解任案も決定します。報酬委員会は、取締役と執行役の報酬の決

定を行ないます。監査委員会は、会計監査人から報告及び説明を受け財務諸表等を検証し、内部統制システムについ

て監視・検証し、内部統制所管部門と連携の上、業務及び財産の状況をチェックします。 

 これら三委員会の構成はいずれも５名の社外取締役のみで構成され、すべての委員会に、すべての社外取締役が委

員として参加する形としました。これら三つの委員会は連携をとりつつ、それぞれが相互に取締役を監視し、かつ執

行役を監視するので、コーポレートガバナンスの働きを一層高めることになります。 

  

④社外取締役の補佐スタッフの配置状況 

 委員会等設置会社の監査機能を補佐する組織として監査委員会事務局が置かれました。 

 監査委員会には専従の事務局があり、３名の社員が従事しております。報酬委員会と指名委員会については、人事

関連業務を担当する部門の社員がそれぞれ１名ずつ事務局を兼任しております。取締役会の準備、議事録作成等には

総務部があたっております。 

  

⑤業務執行・監視及び内部統制の状況 

 取締役会は２月と８月を除いて毎月開催され、活発な議論の中で社外取締役が執行役の業務執行を監視する体制に

なっております。 

 当社では、社内取締役の３名が執行役を兼務し、業務の執行をしております。具体的な日常業務は、各事業部門の

部門長を中心に業務執行がなされ、毎月一回開かれる定例の事業報告会において、各事業部門から執行役に対して詳

細な報告がなされ、問題点の対応策が討議されます。 

 全社員に対する行動規範として、当社グループの経営理念・経営基本原則に基づいて平成９年に「ＨＯＹＡ行動基

準」を制定し、役員・社員が日々の仕事の中で確固たる職業倫理を持って行動するように指針を定めております。 

 さらに、行動基準に違反する行為が発生した場合のために、平成15年にＨＯＹＡヘルプラインという内部通報・相

談の組織を設けました。行動基準違反・法令違反の早期発見と、トップへの速やかな伝達及び問題への対処をするこ

とによって、グループ全体の健全性を確保する目的を持っており、同時に、相談者の保護と匿名性の確保を最大限に

尊重しております。ＨＯＹＡヘルプラインはＨＯＹＡ本社内に設けられた専任組織であり、同時に外部の弁護士も窓

口になっております。 

  

⑥弁護士・会計監査人その他第三者の状況 

 当社では、複数の弁護士と緊密な関係を維持し、必要に応じて適宜アドバイスを受けております。会計監査人は、

あずさ監査法人を選任しており、定期的な監査のほか、随時相談をし、ＩＲの充実とタイムリーディスクローズに努

めております。税務関連業務に関しましても、外部専門家と契約を締結し、必要に応じてアドバイスを受けておりま

す。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、鈴木輝夫、金子寛人、野村哲明の計３名であります。なお、あずさ

監査法人は業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっておりま

す。また当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補５名及びその他４名の計13名であります。 

  

（2）社外取締役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 記載すべき利害関係はありません。なお、社外取締役の候補者選任にあたっては、次のような点を重視して人選を

行っております。 

・経営者としての充分な経験があり、国際的で株主の立場に立って公平な観点からものを見ることができる人。 

当社の事業あるいは、業界に詳しいかどうかは問題としない。 

・形式的な名義でなく、実際に当社の取締役会に出席して、積極的に議論に参加し、親身になって意見を言っていた

だける人。 

  



（3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの当期における実施状況 

 第68期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）に開催した重要な会議は、以下のとおりであります。 

 ・株主総会：第67期定時株主総会 平成17年６月17日 

 ・取締役会：10回  

 ・報酬委員会：８回 

 ・指名委員会：５回 

 ・監査委員会：10回  

  

２．役員報酬の内容 

 当社の取締役及び執行役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

  取締役（６名）に支払った報酬委員会決議に基づく確定金額     50百万円 

 執行役（３名）に支払った報酬委員会決議に基づく確定金額     87百万円 

 執行役（３名）に支払った報酬委員会決議に基づく不確定金額    265百万円 

  計                                404百万円 

（注）期末現在の人員は、取締役８名、執行役３名であります。なお、執行役３名は全員社内取締役を兼任してお

り、取締役としての報酬は、執行役に含めて記載しております。 

  

３．監査報酬の内容 

 当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は47

百万円であり、同項以外の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表については、監査法

人トーマツにより監査を受け、また、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については、あずさ監査法人の監査を

受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  前連結会計年度及び前事業年度 監査法人トーマツ 

  当連結会計年度及び当事業年度 あずさ監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   112,874   83,574  

２．受取手形及び売掛金   73,619   78,380  

３．たな卸資産   36,165   41,178  

４．繰延税金資産   6,500   7,407  

５．その他   4,947   3,246  

６．貸倒引当金   △1,235   △1,512  

流動資産合計   232,871 66.2  212,273 58.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  56,916   61,582   

減価償却累計額  31,802 25,114  32,034 29,548  

(2）機械装置及び運搬具  165,885   193,971   

減価償却累計額  120,868 45,016  135,478 58,493  

(3）工具器具備品  22,857   25,023   

減価償却累計額  13,674 9,183  14,306 10,716  

(4）土地   8,937   8,648  

(5）建設仮勘定   6,906   13,196  

有形固定資産合計   95,158 27.1  120,603 33.4 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェアほか   5,489   7,424  

無形固定資産合計   5,489 1.6  7,424 2.1 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  10,383   14,060  

(2）繰延税金資産   3,097   2,757  

(3）その他   4,461   4,601  

(4）貸倒引当金   △301   △295  

投資その他の資産合計   17,640 5.0  21,123 5.8 

固定資産合計   118,288 33.7  149,152 41.3 

Ⅲ 繰延資産        

１．開業費ほか   322   111  

繰延資産合計   322 0.1  111 0.0 

資産合計   351,482 100.0  361,537 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   24,452   28,070  

２．短期借入金   194   －  

３．未払法人税等   10,022   14,342  

４．未払費用   －   18,408  

５．賞与引当金   3,917   4,207  

６．その他   32,204   14,276  

流動負債合計   70,792 20.1  79,305 21.9 

Ⅱ 固定負債        

１．特別修繕引当金   542   619  

２．その他   1,427   1,211  

固定負債合計   1,970 0.6  1,831 0.5 

負債合計   72,762 20.7  81,137 22.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   830 0.2  919 0.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  6,264 1.8  6,264 1.7 

Ⅱ 資本剰余金   15,898 4.5  15,898 4.4 

Ⅲ 利益剰余金   268,255 76.3  266,345 73.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  37 0.0  110 0.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △4,687 △1.3  7,142 2.0 

Ⅵ 自己株式 ※４  △7,878 △2.2  △16,279 △4.5 

資本合計   277,889 79.1  279,480 77.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  351,482 100.0  361,537 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   308,172 100.0  344,228 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２  158,023 51.3  172,033 50.0 

売上総利益   150,148 48.7  172,194 50.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 65,228 21.1  71,098 20.7 

営業利益   84,920 27.6  101,095 29.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  1,013   1,788   

２．持分法による投資利益  3,707   1,285   

３．為替差益  875   242   

４．その他  1,026 6,623 2.2 1,552 4,869 1.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  86   142   

２．売上割引  552   706   

３．操業休止関連費用  249   －   

４．その他  1,128 2,017 0.7 1,478 2,327 0.7 

経常利益   89,525 29.1  103,637 30.1 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 194   109   

２．受取助成金   110   －   

３．貸倒引当金戻入益  90   6   

４．特別修繕引当金戻入益  －   121   

５．営業譲渡益  －   1,655   

６．その他  323 719 0.2 496 2,389 0.7 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．環境整備費 ※４ 1,980   3,725   

２．工場閉鎖損失 ※５ 1,263   522   

３．固定資産処分損 ※６ 948   625   

４．減損損失 ※７ 859   1,232   

５．退職加算金  842   1,688   

６．投資有価証券評価損  －   13   

７．その他  885 6,779 2.2 852 8,660 2.5 

税金等調整前当期純利
益 

  83,466 27.1  97,367 28.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 18,690   22,249   

法人税等調整額  531 19,222 6.3 △511 21,738 6.3 

少数株主利益   108 0.0  9 0.0 

当期純利益   64,135 20.8  75,620 22.0 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   15,898  15,898 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   15,898  15,898 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   247,175  268,255 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  64,135 64,135 75,620 75,620 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  12,241  23,398  

２．取締役賞与  62  65  

３．自己株式消却額  30,702  53,180  

４．自己株式処分差損  49   871   

５．その他減少高  － 43,056 13 77,529 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   268,255  266,345 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１．税金等調整前当期純利
益 

 83,466 97,367 

２．減価償却費  21,660 26,251 

３．減損損失  859 1,232 

４．営業譲渡益   － △1,655 

５．貸倒引当金の増加額又
は減少額（△） 

  △344 234 

６．賞与引当金の増加額  194 278 

７．特別修繕引当金の増加
額 

 184 76 

８．受取利息及び受取配当
金 

 △1,022 △1,794 

９．支払利息  86 142 

10．為替差益（△）  △233 △598 

11．持分法による投資利益  △3,707 △1,285 

12．固定資産売却益  △194 △109 

13．固定資産処分損  948 625 

14．投資有価証券評価損  － 13 

15．環境整備費  － 3,725 

16．退職加算金  － 1,688 

17．取締役賞与の支払額  △63 △65 

18．その他  553 △2,943 

19．売上債権の増加額
（△） 

 △5,393 △4,041 

20．たな卸資産の増加額
（△） 

 △2,525 △2,546 

21．その他流動資産の減少
額 

 2,427 2,097 

22．仕入債務の増加額又は
減少額（△） 

 △1,629 3,643 

23．未払消費税等の増加額
又は減少額（△） 

 △706 662 

24．その他流動負債の増加
額 

 3,848 1,757 

小計  98,409 124,755 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

25．利息及び配当金の受取
額 

 958 1,865 

26．利息の支払額  △109 △112 

27．環境整備費の支払額  － △1,165 

28．退職加算金の支払額  － △1,241 

29．法人税等の支払額  △23,257 △18,246 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 76,000 105,855 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１．有形固定資産の取得に
よる支出 

 △33,393 △47,741 

２．有形固定資産の売却に
よる収入 

 540 266 

３．投資有価証券の取得に
よる支出 

 △10 △2,069 

４．連結範囲の変更に伴う
子会社株式の取得によ
る支出 

 － △337 

５．貸付けによる支出  － △2 

６．貸付金の回収による収
入 

 － 116 

７．その他投資に関する支
出 

 △3,192 △4,630 

８．その他投資に関する収
入 

 532 155 

９．営業譲渡による収入  － 2,230 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △35,524 △52,012 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１．短期借入金の借入及び
返済による収入及び支
出（△）（純額） 

 △157 △207 

２．長期借入金の返済によ
る支出 

 △161 － 

３．自己株式の取得による
支出 

 △38 △64,031 

４．自己株式の売却による
収入 

 911 1,855 

５．親会社による配当金の
支払額 

 △12,245 △23,402 

６．少数株主への配当金の
支払額 

 △0 △1 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △11,692 △85,787 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 3,665 2,645 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額又は減少額（△） 

 32,449 △29,300 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 80,425 112,874 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 112,874 83,574 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数は、58社であります。 

 主要な連結子会社の名称は以下のとお

りであります。 

HOYA HOLDINGS, INC. 

HOYA HOLDINGS N.V. 

HOYA HOLDINGS 

ASIA PACIFIC PTE.LTD. 

HOYAヘルスケア㈱ 

HOYAサービス㈱ 

 なお、当連結会計年度から新規設立に

より在外子会社３社及び買収により在外

子会社１社を連結子会社としておりま

す。 

 また、清算により在外子会社１社が減

少しております。 

 連結子会社の数は、62社であります。 

 主要な連結子会社の名称は以下のとお

りであります。 

HOYA HOLDINGS, INC. 

HOYA HOLDINGS N.V. 

HOYA HOLDINGS 

ASIA PACIFIC PTE.LTD. 

HOYAヘルスケア㈱ 

HOYAサービス㈱ 

 なお、当連結会計年度から新規設立に

より在外子会社５社、並びに買収により

在外子会社１社が増加しております。 

 また、連結の範囲内で当社への吸収合

併により国内子会社１社、清算により在

外子会社１社が減少しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数は、関連会社１社であり

ます。 

 関連会社の名称は以下のとおりであ

ります。 

NHテクノグラス㈱ 

(1）      同左 

 (2）持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社のうち、主要な会社等の名

称は以下のとおりであります。 

ツーコインズ㈱ 

 持分法非適用会社は、小規模会社で

あり、合計の持分損益及び利益剰余金

等はいずれも連結財務諸表に与える影

響が軽微であるため、持分法の適用か

ら除外しております。 

(2）      同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち中華人民共和国に所

在する５社の決算日は12月31日でありま

す。 

 なお、連結子会社58社は、すべて四半

期ごとに四半期決算を実施しており、上

記の５社については、連結財務諸表の作

成に当たって、第４四半期連結決算日

（３月31日）現在で実施した決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち中華人民共和国に所

在する６社の決算日は12月31日でありま

す。 

 なお、連結子会社62社は、すべて四半

期ごとに四半期決算を実施しており、上

記の６社については、連結財務諸表の作

成に当たって、第４四半期連結決算日

（３月31日）現在で実施した決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

(イ）有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場価格等に基

づく時価法 

 （評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

(ロ）たな卸資産  主として総平均法による原価法であり

ます。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  

(イ）有形固定資産  当社及び国内連結子会社は、平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法、それ以

外の有形固定資産については定率法によ

っております。また、一部の連結子会社

では定額法によっており、定額法によっ

て償却しているものは、有形固定資産の

帳簿価額の約56.3％であります。なお、

主な耐用年数は、建物及び構築物10～50

年、機械装置及び運搬具５～10年であり

ます。 

 当社及び国内連結子会社は、平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法、それ以

外の有形固定資産については定率法によ

っております。また、一部の連結子会社

では定額法によっており、定額法によっ

て償却しているものは、有形固定資産の

帳簿価額の約66.4％であります。なお、

主な耐用年数は、建物及び構築物10～50

年、機械装置及び運搬具５～10年であり

ます。 

(ロ）無形固定資産  定額法によっております。 

 なお、ソフトウェアの社内における利

用可能期間は５年であります。 

         同左 

(3）繰延資産の処理方法 ────────  在外連結子会社については、所在国の

会計基準に準拠して定められた期間によ

り均等償却しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

  

(イ）貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率法に

より、貸倒懸念債権及び破産更生債権等

については財務内容評価法により計上し

ております。 

同左 

(ロ）賞与引当金  従業員に対する賞与の支給にあてるた

め、支給見込額を計上しております。 

同左 

(ハ）特別修繕引当金  連続熔解炉の一定期間毎に行う大修繕

の支出に備えるため、前回の大修繕にお

ける支出額を基礎とした見積額によって

計上しております。 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計年度

末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、連結会計年度末日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めております。 

同左 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(7）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法…繰延ヘッジ処理

を採用しております。また、為替変動

リスクのヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当処理を

採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法…同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針…主に当社の「社内管理規定」に基

づき、為替変動リスクをヘッジしてお

り、また、投機を目的としたデリバテ

ィブ取引は行なわない方針でありま

す。 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

通りであります。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針…主に当社の「社内管理規定」に基

づき、為替変動リスクをヘッジしてお

り、また、投機を目的としたデリバテ

ィブ取引は行なわない方針でありま

す。 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

通りであります。 

 ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建

売上債権、原材料等輸

入による外貨建買入債

務及び外貨建予定取引 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建

売上債権、原材料等輸

入による外貨建買入債

務、外貨建予定取引及

び外貨建借入金 

 ハ ヘッジ有効性評価の方法…ヘッジ対

象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。 

ハ ヘッジ有効性評価の方法…同左 

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 該当事項はありません。         同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書における利益処分に

ついては、連結会計年度中において確定

した利益処分に基づいて処理しておりま

す。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日又は償還日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資からなります。 

同左 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

持分は、前連結会計年度まで投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、「証券取引法等の

一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第97号）

により当該出資持分が証券取引法上の有価証券と定義さ

れたことに伴い、当連結会計年度から投資その他の資産

の「投資有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、前連結会計年度の投資その他の資産の「その

他」に含まれている投資事業有限責任組合等への出資金

は344百万円であります。 

  

 「長期貸付金」は、前連結会計年度まで区分掲記して

おりましたが、金額的重要性が乏しいため、当連結会計

年度から投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ております。 

 なお、当連結会計年度の投資その他の資産の「その

他」に含まれている「長期貸付金」は323百万円であり

ます。 

 「未払費用」は、前連結会計年度まで流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

において、資産の総額の100分の５を超えたため、区分

掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「未払費用」は、14,162百万

円であります。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「環境整備費」

及び「退職加算金」は、前連結会計年度は、「その他」

に含めて表示をしておりましたが、金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれている「環境整備費」は、

1,980百万円であり、「退職加算金」は842百万円であり

ます。  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （連結損益計算書）  

 営業外収益の「受取配当金」は、前連結会計年度まで

区分掲記しておりましたが、金額的重要性が乏しいた

め、当連結会計年度から営業外収益の「その他」に含め

て表示しております。 

 なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含

まれている「受取配当金」は８百万円であります。 

  

 営業外費用の「操業休止関連費用」は、前連結会計年

度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため、当連結会計年度か

ら区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「操業休止関連費用」は79百

万円であります。 

  

 特別利益の「特別修繕引当金戻入益」は、前連結会計

年度まで区分掲記しておりましたが、金額的重要性が乏

しいため、当連結会計年度から特別利益の「その他」に

含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の特別利益の「その他」に含ま

れている「特別修繕引当金戻入益」は34百万円でありま

す。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税等の還

付額」は、当連結会計年度において金額的重要性が乏し

くなったため「法人税等の支払額」に含めて相殺してお

ります。 

 なお、当連結会計年度の「法人税等の支払額」に含ま

れて相殺されている「法人税等の還付額」は330百万円

であります。 

  

 投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付けによる

支出」及び「貸付金の回収による収入」は、当連結会計

年度において金額的重要性が乏しくなったため、それぞ

れ「その他投資に関する支出」及び「その他投資に関す

る収入」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「その他投資に関する支出」

に含まれている「貸付けによる支出」は96百万円、「そ

の他投資に関する収入」に含まれている「貸付金の回収

による収入」は211百万円であります。 

 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関連会社に係る注記 ※１．関連会社に係る注記 

投資有価証券（株式） 9,486百万円 投資有価証券（株式） 11,062百万円 

２．債務保証 ２．債務保証 

営業上の取引先及び当社グループの従業員の金融

機関との取引に対して、次のとおり保証を行って

おります。 

営業上の取引先及び当社グループの従業員の金融

機関との取引に対して、次のとおり保証を行って

おります。 

営業上の取引先36件 1,364百万円 

当社グループの従業員10名 5 

計 1,369 

営業上の取引先49件 2,206百万円 

当社グループの従業員6名 3 

計 2,210 

※３．発行済株式の種類及び総数 ※３．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 112,349,005株 普通株式 435,017,020株 

※４．自己株式の種類及び数 ※４．自己株式の種類及び数 

普通株式 967,762株 普通株式 4,401,607株 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及びその

金額は次のとおりであります。 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及びその

金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 7,114百万円 

支払手数料 6,876 

貸倒引当金繰入額 135 

給料手当及び賞与 16,298 

賞与引当金繰入額 1,769 

研究開発費 8,356 

広告宣伝費 8,057百万円 

支払手数料 7,498 

貸倒引当金繰入額 161 

給料手当及び賞与 18,082 

賞与引当金繰入額 3,370 

研究開発費 11,089 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

一般管理費 8,356百万円

当期製造費用 2,601 

計 10,957 

一般管理費 11,089百万円

当期製造費用 3,045 

計 14,134 

※３．固定資産売却益 ※３．固定資産売却益 

 建物94百万円、機械装置62百万円及びその他有形

固定資産38百万円の売却益であります。 

 機械装置及び運搬具86百万円及びその他有形固定

資産22百万円の売却益であります。 

※４．環境整備費 ※４．環境整備費 

 工場跡地の一部に土壌汚染が判明したことに伴

い、無害化処理に要した費用等であります。 

         同左   

※５．工場閉鎖損失 ※５．工場閉鎖損失 

 ビジョンケア部門の九州ラボを来期に閉鎖するこ

とに伴う見積損失額であります。 

 クリスタル部門の武蔵工場を閉鎖することに伴う

損失額であります。 

※６．固定資産処分損 ※６．固定資産処分損 

 機械装置439百万円、建物264百万円及びその他有

形固定資産244百万円の処分損であります。 

 機械装置及び運搬具272百万円、建物及び構築物

229百万円及びその他有形固定資産122百万円の処分

損であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※７．減損損失 ※７．減損損失 

 当社グループは、ビジネス・ユニットを基準とし

て、資産のグループ化を行なっており、当連結会計

年度において以下の資産グループについて減損処理

をしました。 

（1）クリスタル部門における武蔵工場 

 クリスタル部門は、市場の低迷により個人需要・

法人向けギフトともに落ち込みが大きいため、同部

門の武蔵工場に係る資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（92百

万円）として特別損失に計上しました。その内訳

は、機械装置29百万円、工具器具備品35百万円及び

その他27百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを

５％で割り引いて算定しております。 

  

（2）ホトニクス部門における前橋工場 

 HOYA CANDEO OPTRONICS㈱の前橋工場は、他事業所

への統合により当連結会計年度に閉鎖されたため、

同工場に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（766百万円）

として特別損失に計上しました。その内訳は、土地

449百万円、建物271百万円及びその他46百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、土地に

ついては路線価を基に、建物他については正味売却

価額を基に、それぞれ測定しております。 

  場  所 用  途  種  類 

埼玉県入間市 クリスタル  

製造設備等 

 機械装置 

工具器具備品等 

   

  場  所 用  途 種  類 

群馬県前橋市 ホトニクス  

製造設備等 

土地・建物  

機械装置等 

   

 当社グループは、ビジネス・ユニットを基準とし

て、資産のグループ化を行なっており、当連結会計

年度において以下の資産グループについて減損処理

をしました。 

（1）クリスタル部門における東京スタジオおよび旧

武蔵工場等 

 クリスタル部門は、市場の低迷により個人需要・

法人向けギフトともに落ち込みが大きいため、同部

門に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（864百万円）とし

て特別損失に計上しました。その内訳は、機械装置

及び運搬具586百万円、建物及び構築物159百万円及

びその他117百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを５ 

％で割り引いて算定しております。 

  

（2）本社部門における賃貸資産 

 東京都町田市の賃貸資産は、市場地価の下落など

により、同資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（368百万円）と

して特別損失に計上しました。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、公示価

格により測定しております。 

  場  所 用  途  種  類 

東京都昭島市、

埼玉県入間市等 

クリスタル  

製造設備等 

 機械装置等 

   

  場  所 用  途 種  類 

東京都町田市 賃貸 土地 

   



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 112,874百万円

有価証券勘定 － 

計 112,874 

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 
－ 

価値の変動についてリスクを負う

有価証券 
－ 

現金及び現金同等物 112,874 

現金及び預金勘定 83,574百万円

現金及び現金同等物 83,574 

 ２．重要な非資金取引 

  自己株式の消却 30,702百万円

 ２．重要な非資金取引 

  自己株式の消却 53,180百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 

機械装置

及び運搬

具 

 
工具器具

備品 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額相当

額 
3,796 

 
2,408 

 
6,205 

減価償却累計

額相当額 
2,191 

 
1,666 

 
3,857 

減損損失累計

額相当額 
－ 
 

203 
 

203 

期末残高相当

額 
1,605 

 
538 
 

2,143 

 

機械装置

及び運搬

具 

 
工具器具

備品 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額相当

額 
3,484 

 
2,084 

 
5,568 

減価償却累計

額相当額 
2,397 

 
1,138 

 
3,535 

減損損失累計

額相当額 
－ 
 

－ 
 

－ 

期末残高相当

額 
1,086 

 
946 
 

2,032 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 785百万円

１年超 1,358 

合計 2,143 

リース資産減損勘定の残高 170 

１年以内 832百万円

１年超 1,200 

合計 2,032 

リース資産減損勘定の残高 － 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 959百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 105  

減価償却費相当額 959 

減損損失 －  

支払リース料 896百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 170  

減価償却費相当額 725 

減損損失 －  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 当連結会計年度(平成18年３月31日) 

取得原価 
（百万円）

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 159 308 148 1,692 1,874 181 

(2）債券       

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 159 308 148 1,692 1,874 181 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券       

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 159 308 148 1,692 1,874 181 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

－ － － － － － 

 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 274 802 

投資事業有限責任組合等への出

資金 
314 279 

合計 588 1,081 



（デリバティブ取引関係） 

    1. 取引の状況に関する事項    

    ２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的等 

         ──────── 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 当社グループは、為替相場の変動によるリスクを軽

減するため、為替予約取引を行っております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替

  変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充

  たしている場合には振当処理を採用しておりま 

  す。  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・為替予約 

  ヘッジ対象・・製品輸出による外貨建売上債権、

         原材料等輸入による外貨建買入債

          務、外貨建予定取引及び外貨建借

          入金 

ハ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

  動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較 

  し、その変動額の比率によって有効性を評価して

  おります。    

(2）取引に対する取組方針 

         ──────── 

(2）取引に対する取組方針 

 当社グループは、外貨建債権債務に係る将来の為替

レートの変動リスクを回避する目的でデリバティブ取

引を行っており、投機を目的としたデリバティブ取引

は行わない方針であります。 

(3）取引に係るリスクの内容 

         ──────── 

(3）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有

しております。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い

銀行であり、相手先の契約不履行等の信用リスクはほ

とんどないと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの管理体制 

         ──────── 

(4）取引に係るリスクの管理体制 

 デリバティブ取引は、社内ルールに従い、グローバ

ルベースでの財務マネジメント機能がある欧州地域本

社にて管理がなされており、当社財務部にも定期的に

報告され、状況が把握されております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

         ────────     ヘッジ会計を適用しているもの以外のデリバティブ

取引はありません。 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。   該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産   

たな卸資産未実現利益 1,710百万円 

賞与引当金否認額 1,529 

未払事業税否認額 691 

たな卸資産評価損否認額 455 

未払費用否認額 497 

その他 1,615 

繰延税金資産合計 6,500 

繰延税金資産   

たな卸資産未実現利益 1,692百万円 

賞与引当金否認額 1,601 

環境整備費否認額 1,474 

未払事業税否認額 727 

たな卸資産評価損否認額 253 

 その他 1,657 

繰延税金資産合計 7,407 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産   

減価償却損金算入限度超過額 1,876百万円 

減損損失否認額 861 

工場閉鎖損失否認額 510 

その他 740 

繰延税金資産合計 3,989 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △434百万円 

特別償却準備金 △266 

その他有価証券評価差額金 △25 

その他 △165 

繰延税金負債合計 △891 

繰延税金資産の純額 3,097 

繰延税金資産   

減価償却損金算入限度超過額 1,962百万円 

減損損失否認額 1,376 

貸倒引当金損金算入限度超過額 105 

その他 258 

繰延税金資産合計 3,702 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △406百万円 

特別償却準備金 △298 

その他有価証券評価差額金 △74 

その他 △165 

繰延税金負債合計 △945 

繰延税金資産の純額 2,757 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

連結財務諸表提出会社の法定実効

税率 
40.4％ 

（調整）   

海外連結子会社の税率差異 △13.8 

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.4
 

住民税均等割等 0.1 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△2.6

 

受取配当金等連結消去に伴う影響

額 

0.8 

持分法による投資利益 △1.8 

試験研究費等の特別税額控除 △0.8 

その他 0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
23.0
 

連結財務諸表提出会社の法定実効

税率 
40.4％ 

（調整）   

海外連結子会社の税率差異 △18.2 

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.4
 

住民税均等割等 0.1 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.8

 

受取配当金等連結消去に伴う影響

額 

1.8 

持分法による投資利益 △0.5 

試験研究費等の特別税額控除 △0.5 

その他 0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
22.3
 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

情報・通信 アイケア 生活文化 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

エレクト
ロオプテ
ィクス 
（百万円）

ホトニク
ス 
（百万円） 

ビジョン
ケア 
（百万円）

ヘルスケ
ア 
（百万円）

クリスタ
ル 
（百万円）

サービス 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益          

売上高          

(1）外部顧客に対する売上

高 
165,664 10,749 94,971 31,409 3,672 1,706 308,172 － 308,172 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
526 233 17 0 50 5,054 5,881 (5,881) － 

計 166,190 10,982 94,988 31,409 3,722 6,760 314,054 (5,881) 308,172 

営業費用 102,899 10,090 77,909 24,267 4,143 6,087 225,398 (2,146) 223,252 

営業利益又は営業損失

（△） 
63,290 892 17,078 7,141 △420 673 88,655 (3,735) 84,920 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
         

資産 162,638 7,648 90,765 18,329 1,899 3,215 284,497 66,985 351,482 

減価償却費 14,729 126 5,899 668 － 81 21,506 154 21,660 

減損損失 － 766 － － 92 － 859 － 859 

資本的支出 31,962 191 6,786 737 92 218 39,988 186 40,175 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

情報・通信 アイケア 生活文化 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

エレクト
ロオプテ
ィクス 
（百万円）

ホトニク
ス 
（百万円） 

ビジョン
ケア 
（百万円）

ヘルスケ
ア 
（百万円）

クリスタ
ル 
（百万円）

サービス 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益          

売上高          

(1）外部顧客に対する売上

高 
190,551 10,092 104,456 35,483 1,864 1,777 344,228 － 344,228 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
744 246 0 0 33 4,333 5,357 (5,357) － 

計 191,296 10,339 104,457 35,483 1,898 6,111 349,585 (5,357) 344,228 

営業費用 116,434 9,405 84,088 28,624 2,052 5,464 246,068 (2,936) 243,132 

営業利益又は営業損失

（△） 
74,862 933 20,369 6,859 △154 646 103,516 (2,421) 101,095 

 



 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品及び役務の名称 

なお、当社の事業区分の方法は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度2,873百万円、当

連結会計年度2,629百万円であり、その主なものは、グローバル本社並びに海外の地域本社に係る費用であ

ります。 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度75,075百万円、当連結会計年度

35,135百万円であり、その主なものは、余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及

びグローバル本社並びに海外の地域本社に係る資産等であります。 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

情報・通信 アイケア 生活文化 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

エレクト
ロオプテ
ィクス 
（百万円）

ホトニク
ス 
（百万円） 

ビジョン
ケア 
（百万円）

ヘルスケ
ア 
（百万円）

クリスタ
ル 
（百万円）

サービス 
（百万円）

Ⅱ．資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
         

資産 204,191 7,605 98,243 19,927 840 3,984 334,792 26,745 361,537 

減価償却費 18,715 108 6,444 855 － 53 26,177 74 26,251 

減損損失 － － － － 864 － 864 368 1,232 

資本的支出 37,243 208 7,958 2,391 761 159 48,722 63 48,785 

分野 事業区分 主要製品及び役務 

情報・通信 

エレクトロオプティ

クス 

半導体用フォトマスク・マスクブランクス、液晶用マス

ク・液晶パネル用部品、HDD用ガラスディスク、光学レ

ンズ・光学ガラス、電子用ガラス、光通信関連製品 

ホトニクス 各種レーザー機器、電子産業用光源、特殊光学ガラス 

アイケア 
ビジョンケア メガネ用レンズ・フレーム 

ヘルスケア コンタクトレンズ及び付属品、眼内レンズ 

生活文化 
クリスタル クリスタルガラス製品 

サービス 情報システムの構築、業務請負 



【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法………………地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域………北米：米国、カナダ等 

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等 

アジア：シンガポール、タイ、中国、韓国、台湾等 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度2,561百万円、当連

結会計年度2,317百万円であり、その主なものは、グローバル本社に係る費用であります。 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度72,840百万円、当連結会計年度

33,958百万円であり、その主なものは、余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及

びグローバル本社に係る資産等であります。 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円）

欧州 
（百万円）

アジア 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 230,945 30,775 33,803 12,647 308,172 － 308,172 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
19,048 199 255 89,748 109,252 (109,252) － 

計 249,994 30,975 34,058 102,396 417,424 (109,252) 308,172 

営業費用 204,412 30,912 28,195 71,003 334,524 (111,272) 223,252 

営業利益 45,581 62 5,863 31,393 82,900 2,020 84,920 

Ⅱ．資産 165,938 17,128 32,927 104,191 320,185 31,297 351,482 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円）

欧州 
（百万円）

アジア 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 244,998 35,471 39,231 24,526 344,228 － 344,228 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
23,900 221 683 120,813 145,618 (145,618) － 

計 268,898 35,692 39,914 145,340 489,846 (145,618) 344,228 

営業費用 230,413 34,606 33,366 97,225 395,612 (152,479) 243,132 

営業利益 38,484 1,086 6,548 48,114 94,234 6,861 101,095 

Ⅱ．資産 163,840 22,377 63,345 149,298 398,861 37,323 361,537 



【海外売上高】 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法………………地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域………北米：米国、カナダ等 

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等 

アジア：シンガポール、タイ、韓国、台湾等 

その他の地域：サウジアラビア、ブラジル等 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 43,519 36,430 61,797 10 141,758 

Ⅱ．連結売上高（百万円）  308,172 

Ⅲ．連結売上高に占める 

 海外売上高の割合（％） 
14.1％ 11.8％ 20.1％ 0.0％ 46.0％ 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 42,673 41,200 85,988 859 170,722 

Ⅱ．連結売上高（百万円）  344,228 

Ⅲ．連結売上高に占める 

 海外売上高の割合（％） 
12.4％ 12.0％ 25.0％ 0.2％ 49.6％ 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,494.37円

１株当たり当期純利益 578.84円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 577.52円

   当社は、平成17年７月20日開催の取締役会の決議に基 

 づき、平成17年11月15日付をもって当社普通株式１株に 

 つき４株の割合による株式の分割を行いました。 

  前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお 

 ける前連結会計年度の（１株当たり情報）の各数値は以 

 下のとおりであります。   

１株当たり純資産額 648.87円

１株当たり当期純利益 171.71円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 171.08円

１株当たり純資産額 623.59円

１株当たり当期純利益 144.71円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 144.38円

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 64,135 75,620 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 63 65 

（うち利益処分による取締役賞与） (63) (65) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 64,072 75,554 

期中平均株式数（千株） 110,690 440,007 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 253 1,624 

（うち新株予約権） (253) (1,624) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。   該当事項はありません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

 短期借入金 194 － －  － 

 1年以内に返済予定の長期借入金 － － －  － 

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － －  － 

 その他の有利子負債 － － － －  

合計 194 － －   － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   34,424   22,990  

２．受取手形   8,774   7,485  

３．売掛金 ※１  53,040   56,738  

４．商品   2,676   2,760  

５．製品   5,707   5,796  

６．半製品   2,454   2,864  

７．原材料   1,616   1,429  

８．仕掛品   2,726   2,407  

９．貯蔵品   2,164   1,640  

10．関係会社前渡金   1,269   －  

11．関係会社短期貸付金   2,050   770  

12．未収入金 ※１  8,770   6,221  

13．繰延税金資産   3,758   4,473  

14．その他   715   826  

15．貸倒引当金   △628   △723  

流動資産合計   129,520 58.3  115,683 52.8 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  27,217   25,662   

減価償却累計額  18,418 8,799  16,899 8,762  

(2）構築物  2,706   2,366   

減価償却累計額  2,124 581  1,815 550  

(3）熔解炉  1,329   1,117   

減価償却累計額  453 875  425 691  

(4）機械装置  90,802   90,245   

減価償却累計額  74,569 16,232  75,341 14,903  

(5）車両運搬具  116   116   

減価償却累計額  85 30  79 36  

(6）工具器具備品  11,590   11,566   

減価償却累計額  6,085 5,504  5,657 5,909  

(7）土地   6,220   5,852  

(8）建設仮勘定   1,066   2,694  

有形固定資産合計   39,311 17.7  39,400 18.0 

２．無形固定資産        

(1）施設利用権   46   39  

(2）借地権   1   1  

(3）ソフトウェア   2,946   2,872  

(4）その他   523   434  

無形固定資産合計   3,518 1.6  3,348 1.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   771   2,288  

(2）関係会社株式   40,297   49,902  

(3）出資金   1   1  

(4）長期貸付金   17   17  

(5）関係会社長期貸付金   4,940   4,671  

(6）破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

  135   115  

(7）長期前払費用   791   527  

(8）繰延税金資産   2,766   2,822  

(9）その他   383   414  

(10）貸倒引当金   △141   △130  

投資その他の資産合計   49,964 22.4  60,630 27.7 

固定資産合計   92,793 41.7  103,379 47.2 

資産合計   222,313 100.0  219,063 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   773   548  

２．買掛金 ※１  18,151   22,118  

３．関係会社短期借入金   －   52,674  

４．未払金   3,130   2,779  

５．未払外注加工費 ※１  7,979   8,481  

６．未払法人税等   6,748   8,713  

７．未払費用   7,094   10,483  

８．前受金   243   93  

９．預り金 ※１  7,177   6,863  

10．賞与引当金   2,860   2,909  

11．設備未払金   8,267   6,843  

12．設備関係支払手形   24   183  

13．その他   2   139  

流動負債合計   62,454 28.1  122,835 56.1 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．特別修繕引当金   540   602  

２．その他   1   26  

固定負債合計   542 0.2  628 0.3 

負債合計   62,996 28.3  123,464 56.4 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  6,264 2.8  6,264 2.9 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  15,898   15,898   

資本剰余金合計   15,898 7.2  15,898 7.2 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,566   1,566   

２．任意積立金        

(1）特別償却準備金  426   392   

(2）固定資産圧縮積立金  689   640   

(3）別途積立金  115,241   123,341   

３．当期未処分利益  27,071   －   

４．当期未処理損失  －   36,334   

利益剰余金合計   144,994 65.2  89,606 40.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  37 0.0  109 0.0 

Ⅴ 自己株式 ※３  △7,878 △3.5  △16,279 △7.4 

資本合計   159,316 71.7  95,598 43.6 

負債資本合計   222,313 100.0  219,063 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   224,608 100.0  248,195 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首商品たな卸高  2,454   2,676   

２．期首製品たな卸高  5,655   5,707   

３．当期商品仕入高 ※９ 36,294   51,254   

４．当期製品製造原価 
※３ 
※９ 

119,137   131,279   

５．他勘定より振替高 ※１ 707   －   

合計  164,249   190,917   

６．期末商品たな卸高  2,676   2,760   

７．期末製品たな卸高  5,707   5,796   

８．他勘定へ振替高 ※２ 74 155,790 69.4 26 182,334 73.5 

売上総利益   68,818 30.6  65,861 26.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．荷造運搬費  3,755   3,999   

２．広告宣伝費  1,793   1,964   

３．貸倒引当金繰入額  67   79   

４．役員報酬  359   403   

５．給料手当  6,059   6,784   

６．賞与  796   46   

７．賞与引当金繰入額  1,118   2,393   

８．減価償却費  835   808   

９．研究開発費 ※３ 6,400   6,912   

10．支払手数料  6,125   5,692   

11．支払賃借料  970   906   

12．その他  5,405 33,686 15.0 6,123 36,114 14.5 

営業利益   35,131 15.6  29,746 12.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  87   346   

２．受取配当金 ※９ 5,292   5,883   

３．受取手数料 ※９ 5,668   8,395   

４．為替差益  206   899   

５．その他  643 11,899 5.3 447 15,972 6.4 

        
 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息 ※９ 66   747   

２．操業休止関連費用  249   －   

３．その他  177 493 0.2 182 929 0.4 

経常利益   46,536 20.7  44,788 18.0 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※４ 114   42   

２．特別修繕引当金戻入益  34   121   

３．営業譲渡益  －   987   

４．その他  － 148 0.1 119 1,271 0.5 

Ⅶ 特別損失        

１．環境整備費 ※５ 1,980   3,725   

２．抱合せ株式消滅差損  －   2,132   

３．退職加算金  66   1,421   

４．減損損失 ※８ 541   1,232   

５．工場閉鎖損失 ※６ 1,263   522   

６．固定資産処分損 ※７ 779   411   

７．投資有価証券評価損  －   13   

８．関係会社株式売却損 ※９ 3,721   －   

９．その他  103 8,456 3.8 347 9,806 3.9 

税引前当期純利益   38,229 17.0  36,254 14.6 

法人税、住民税及び事
業税 

 12,354   14,240   

法人税等調整額  907 13,262 5.9 △48 14,192 5.7 

当期純利益   24,967 11.1  22,062 8.9 

前期繰越利益   37,501   9,029  

合併に伴う未処分利益
引継額 

  2,032   －  

自己株式処分差損   49   871  

自己株式消却額   30,702   53,180  

中間配当額   6,678   13,373  

当期未処分利益   27,071   －  

当期未処理損失   －   36,334  

        



製造原価明細書 

 （注）１．原価計算の方法は製品別工程別総合原価計算を採用しております。 

※２．その他経費のうち主なものは次のとおりであります。 

※３．他勘定より振替高のうち、前事業年度は合併に伴う仕掛品・半製品受入額59百万円及び原価差額の調整配賦

額246百万円であり、また、当事業年度は原価差額の調整配賦額81百万円であります。 

※４．他勘定へ振替高は、主として貯蔵品への振替高であります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 原材料費   22,779 19.0  21,154 16.0 

Ⅱ 労務費   13,970 11.6  14,172 10.8 

Ⅲ 経費        

１．外注加工費  52,421   67,727   

２．その他経費 ※２ 30,915   28,738   

経費計   83,337 69.4  96,465 73.2 

当期総製造費用   120,086 100.0  131,793 100.0 

期首半製品たな卸高   2,162   2,454  

期首仕掛品たな卸高   2,932   2,726  

他勘定より振替高 ※３  306   81  

合計   125,487   137,056  

期末半製品たな卸高   2,454   2,864  

期末仕掛品たな卸高   2,726   2,407  

他勘定へ振替高 ※４  1,169   505  

当期製品製造原価   119,137   131,279  

        

科目  前事業年度  当事業年度 

減価償却費      8,471百万円    8,210百万円 

支払手数料      5,880百万円      5,268百万円 

研究開発費       475百万円       425百万円 

電力料  1,845百万円  1,810百万円 

修繕費      2,723百万円     2,757百万円 



③【利益処分計算書】 

 （注）１．平成16年11月26日に6,678百万円（１株につき60円）の中間配当を実施しております。 

２．平成17年11月21日に13,373百万円（１株につき120円）の中間配当を実施しております。 

３．特別償却準備金は、租税特別措置法の規定による積立額及び取崩額であります。 

４．固定資産圧縮積立金は、法人税法及び租税特別措置法の規定による取崩額であります。 

  
前事業年度 

（取締役会決議日 
平成17年５月27日） 

当事業年度 
（取締役会決議日 
平成18年５月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   27,071  － 

  当期未処理損失   －  36,334 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金  140  133  

２．固定資産圧縮積立金  48  48  

３．別途積立金  － 188 123,341 123,524 

合計   27,260  87,190 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  10,024  12,918  

２．任意積立金  8,206  180  

(１）特別償却準備金  106  180  

(２）別途積立金  8,100 18,230 － 13,098 

Ⅳ 次期繰越利益   9,029  74,091 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 当期末日の市場価格等に基づく時

価法 （評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

 ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品、製品、半製品、仕掛品 

 総平均法による原価法 

(1）      同左 

 (2）原材料 

 総平均法による原価法（一部最終仕

入原価法による原価法） 

(2）原材料 

 総平均法による原価法 

 (3）貯蔵品 

 総平均法による原価法及び最終仕入

原価法による原価法 

(3）      同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については

定額法、それ以外の有形固定資産につ

いては定率法を採用しております。な

お、主な耐用年数は、建物10～50年、

機械装置５～10年であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

ソフトウェアの社内における利用可能

期間は５年であります。 

(2）無形固定資産 

       同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率法

により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については財務内容評価法により

計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給にあてる

ため、支給見込額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）特別修繕引当金 

  連続熔解炉の一定期間毎に行う大修

繕の支出に備えるため、前回の大修繕

における支出額を基礎とした見積額に

よって計上しております。 

(3）特別修繕引当金 

        同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法      ───────── イ ヘッジ会計の方法…繰延ヘッジ処理

を採用しております。また、為替変動

リスクのヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当処理を

採用しております。 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針…主に当社の「社内管理規定」に基

づき、為替変動リスクをヘッジしてお

り、また、投機を目的としたデリバテ

ィブ取引は行なわない方針でありま

す。 

  なお、当事業年度には、デリバティ

ブ取引は行っておりません。  

  ハ ヘッジ有効性評価の方法…当事業年

度はデリバティブ取引は行っていない

ため、ヘッジ有効性の評価は実施して

おりません。 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税及び地方消費税の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

持分は、前期まで投資その他の資産の「出資金」に含め

て表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正

する法律」（平成16年６月９日法律第97号）により当該

出資持分が証券取引法上の有価証券と定義されたことに

伴い、当期から投資その他の資産の「投資有価証券」に

含めて表示しております。 

 なお、前期の投資その他の資産の「出資金」に含まれ

ている投資事業有限責任組合等への出資金は344百万円

であります。 

  

 「設備未払金」は、前期まで、流動負債の「未払金」

に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増した

ため、当期から区分掲記しております。 

  なお、前期末の「設備未払金」は4,528百万円であり

ます。 

  

（損益計算書） 

 営業外費用の「操業休止関連費用」は、前期まで営業

外費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、金

額的重要性が増したため、当期から区分掲記しておりま

す。 

 なお、前期の「操業休止関連費用」は79百万円であり

ます。 

  

 特別利益の「特別修繕引当金戻入益」は、前期まで

「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要

性が増したため、当期から区分掲記しております。 

 なお、前期の「特別修繕引当金戻入益」は４百万円で

あります。 

         ──────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社に係る注記 ※１．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 6,100百万円

未収入金 7,946 

買掛金 5,024 

未払外注加工費 7,217 

預り金 7,011 

売掛金及び受取手形 7,598百万円

未収入金 5,938 

買掛金 8,125 

未払外注加工費 7,690 

預り金 6,693 

※２．資本金 ※２．資本金 

会社が発行する株式の種類

及び総数 

普通株式  

316,224,600株

発行済株式の種類及び総数 普通株式  

112,349,005株

会社が発行する株式の種類

及び総数 

普通株式  

1,250,519,400株

発行済株式の種類及び総数 普通株式  

435,017,020株

 なお、「株式の消却が行なわれた場合は、これに

相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めておりま

す。 

 なお、「株式の消却が行なわれた場合は、これに

相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めておりま

す。 

※３．自己株式の種類及び数 ※３．自己株式の種類及び数 

普通株式 967,762株 普通株式 4,401,607株

 ４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 

                   37百万円 

 ４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 

                    109百万円 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．他勘定より振替高 ※１．他勘定より振替高 

 合併に伴う商品・製品受入額707百万円でありま

す。 

      ──────── 

※２．他勘定へ振替高 ※２．他勘定へ振替高 

 見本品費等への振替高74百万円であります。  見本品費等への振替高26百万円であります。 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

一般管理費 6,400百万円 

当期製造費用 475 

 計 6,875 

一般管理費 6,912百万円 

当期製造費用 425 

 計 7,338 

※４．固定資産売却益 ※４．固定資産売却益 

 建物43百万円、機械装置41百万円及びその他有形

固定資産30百万円の売却益であります。 

 機械装置27百万円及びその他有形固定資産15百万

円の売却益であります。 

※５．環境整備費 ※５．環境整備費 

 工場跡地の一部に土壌汚染が判明したことに伴

い、無害化処理に要した費用等であります。 

          同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※６．工場閉鎖損失 ※６．工場閉鎖損失 

 ビジョンケア部門の九州ラボを来期に閉鎖するこ

とに伴う見積損失額であります。 

 クリスタル部門の武蔵工場を閉鎖することに伴う

損失額であります。 

※７．固定資産処分損 ※７．固定資産処分損 

 機械装置389百万円、建物190百万円及びその他有

形固定資産199百万円の処分損であります。 

 機械装置 148百万円、建物186百万円及びその他有

形固定資産76百万円の処分損であります。 

※８．減損損失 ※８．減損損失 

 当社は、ビジネス・ユニットを基準として、資産

のグループ化を行なっており、当事業年度において

以下の資産グループについて減損処理をしました。 

（1）クリスタル部門における武蔵工場 

 クリスタル部門は、市場の低迷により個人需要・

法人向けギフトともに落ち込みが大きいため、同部

門の武蔵工場に係る資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（92百

万円）として特別損失に計上しました。その内訳

は、機械装置29百万円、工具器具備品35百万円及び

その他27百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを

５％で割り引いて算定しております。 

  

（2）ホトニクス部門における前橋工場 

 当社の関係会社であるHOYA CANDEO OPTRONICS㈱の

前橋工場の土地は当社が所有しており、同社に賃貸

しておりましたが、当事業年度に同工場が閉鎖され

たため、当社所有の資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（449百

万円）として特別損失に計上しました。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、路線価

を基に測定しております。 

  場  所 用  途  種  類 

埼玉県入間市 クリスタル  

製造設備等 

 機械装置 

工具器具備品等 

   

  場  所  用  途  種  類 

群馬県前橋市  賃  貸  土  地 

   

 当社は、ビジネス・ユニットを基準として、資産

のグループ化を行なっており、当事業年度において

以下の資産グループについて減損処理をしました。 

（1）クリスタル部門における東京スタジオおよび旧

武蔵工場等 

 クリスタル部門は、市場の低迷により個人需要・

法人向けギフトともに落ち込みが大きいため、同部

門に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（864百万円）とし

て特別損失に計上しました。その内訳は、機械装置

432百万円、建物153百万円、熔解炉153百万円及びそ

の他123百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを５ 

％で割り引いて算定しております。 

  

（2）本社部門における賃貸資産 

 東京都町田市の賃貸資産は、市場地価の下落など

により、同資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（368百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、公示価

格を基に測定しております。 

  場  所 用  途  種  類 

東京都昭島市、

埼玉県入間市等 

クリスタル  

製造設備等 

 機械装置等 

   

  場  所  用  途  種  類 

東京都町田市  賃  貸  土  地 

   

※９．関係会社に係る注記 ※９．関係会社に係る注記 

 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。 

 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。 

商品及び原材料仕入高 32,425百万円 

外注加工費 48,845 

受取配当金 5,288 

受取手数料 5,394 

支払利息 66 

関係会社株式売却損 3,721 

商品及び原材料仕入高 41,461百万円 

外注加工費 59,903 

受取配当金 5,876 

受取手数料 7,459 

支払利息 733 

    



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 機械装置  
工具器具

備品 
 合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額相当

額 
2,095  895  2,991 

減価償却累計

額相当額 
1,344  630  1,974 

減損損失累計

額相当額 
－  203  203 

期末残高相当

額 
751  62  813 

 機械装置  
工具器具

備品 
 合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額相当

額 
1,847  228  2,075 

減価償却累計

額相当額 
1,373  192  1,566 

減損損失累計

額相当額 
－  －  － 

期末残高相当

額 
473  35  508 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 313百万円

１年超 499 

合計 813 

リース資産減損勘定の残高 170 

１年以内 266百万円

１年超 242 

合計 508 

リース資産減損勘定の残高 － 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 397百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 105  

減価償却費相当額 397 

減損損失 －  

支払リース料 346百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 170  

減価償却費相当額 176 

減損損失 －  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

賞与引当金否認額 1,155百万円 

未払事業税否認額 588 

たな卸資産評価否認額 421 

未払費用否認額 468 

減価償却損金算入限度超過額 251 

減損損失否認額 181 

その他 692 

繰延税金資産合計 3,758 

環境整備費否認額 1,474百万円 

賞与引当金否認額 1,175 

未払事業税否認額 597 

たな卸資産評価否認額 253 

    

    

その他 972 

繰延税金資産合計 4,473 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

減価償却損金算入限度超過額 1,801百万円 

減損損失否認額 861 

工場閉鎖損失否認額 510 

その他 318 

繰延税金資産合計 3,492 

減価償却損金算入限度超過額 1,821百万円 

減損損失否認額 1,376 

貸倒引当金損金算入限度超過額 43 

その他 360 

繰延税金資産合計 3,602 

繰延税金負債 繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △434百万円 

特別償却準備金 △266 

その他有価証券評価差額金 △25 

繰延税金負債合計 △725 

繰延税金資産の純額 2,766 

固定資産圧縮積立金 △406百万円 

特別償却準備金 △298 

その他有価証券評価差額金 △74 

繰延税金負債合計 △779 

繰延税金資産の純額 2,822 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.7
 

住民税均等割等 0.2 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△5.6

 

試験研究費等の特別税額控除 △1.7 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
34.7
 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
3.2
 

住民税均等割等 0.2 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△4.8

 

試験研究費等の特別税額控除 △1.3 

その他 1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
39.1
 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,430.37円 

１株当たり当期純利益 225.55円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 225.04円 

   当社は、平成17年７月20日開催の取締役会の決議に基 

 づき、平成17年11月15日付をもって当社普通株式１株に 

 つき４株の割合による株式の分割を行いました。 

  前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお 

 ける前事業年度の（１株当たり情報）の各数値は以下の

 とおりであります。   

１株当たり純資産額 222.01円 

１株当たり当期純利益 50.14円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 49.96円 

１株当たり純資産額 357.59円

１株当たり当期純利益 56.38円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 56.26円

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 24,967 22,062 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

（うち利益処分による取締役賞与） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 24,967 22,062 

期中平均株式数（千株） 110,690 440,007 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 253 1,624 

（うち新株予約権） (253) (1,624) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。   該当事項はありません。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 【株式】 

 【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

ウシオ電機㈱ 560,000 1,570 

㈱メガネ・スーパー 68,400 109 

㈱ビジョンメガネ 110,000 89 

愛眼㈱ 80,041 80 

 その他（11銘柄） 409,060 158 

小計 1,227,501 2,009 

計 1,227,501 2,009 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

投資事業有限責任組合等への出資金 

DEFTA ALLIANCE FUND Ⅱ,L.P. 
－ 279 

小計 － 279 

計   279 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期減少額欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

      機械装置  八王子工場のエレクトロニクス製品製造用設備           2,015百万円 

            長坂工場のエレクトロニクス製品製造用設備            1,967百万円 

            熊本工場のエレクトロニクス製品製造用設備            1,605百万円 

      建設仮勘定 昭島工場 3,467百万円 長坂工場 1,528百万円  

    ３．有形固定資産の当期増加額には、上記（注）２.以外に、HOYAアドバンストセミコンダクタテクノロジーズ

㈱との合併による増加額255百万円（建物121百万円、機械装置104百万円ほか）が含まれております。 

    ４．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

      機械装置  長坂工場のエレクトロニクス製品製造用設備            2,015百万円 

             長野テクノロジーセンターのオプティクス製品製造用設備       472百万円 

            昭島工場のオプティクス製品製造用設備               471百万円 

             八王子工場のエレクトロニクス製品製造用設備            416百万円 

            建物    武蔵工場 2,644百万円 入間事業所 258百万円 レンズテクノロジーセンター 255百万円 

    ５．建設仮勘定の当期減少額には、関係会社へ売却したもの17百万円が含まれております。 

     ６．当期償却額には、特別償却額302百万円が含まれております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 27,217 2,178 
3,733 

(153)
25,662 16,899 801 8,762 

構築物 2,706 175 
515 

(5)
2,366 1,815 62 550 

熔解炉 1,329 630 
842 

(153)
1,117 425 25 691 

機械装置 90,802 8,728 
9,285 

(432)
90,245 75,341 7,737 14,903 

車両運搬具 116 24 24 116 79 10 36 

工具器具備品 11,590 1,228 
1,251 

(35)
11,566 5,657 579 5,909 

土地 6,220 0 
368 

(368)
5,852 － － 5,852 

建設仮勘定 1,066 7,182 
5,554 

(20)
2,694 － － 2,694 

有形固定資産計 141,049 20,148 
21,577 

(1,171)
139,619 100,219 9,217 39,400 

無形固定資産 

施設利用権 
211 － － 211 171 6 39 

借地権 1 － － 1 － － 1 

ソフトウェア 8,135 667 47 8,755 5,883 696 2,872 

その他 2,248 556 644 2,159 1,724 644 434 

無形固定資産計 10,596 1,223 692 11,128 7,779 1,347 3,348 

長期前払費用 1,685 92 
61 

(11)
1,716 1,189 296 527 

繰延資産        

───── － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．発行済株式の当期増加は、平成17年11月15日付で、当社普通株式１株につき４株の割合による株式の分割を

実施したことによるものであります。 

     ２．発行済株式の当期減少は、平成18年２月1日付で自己株式を当期未処分利益により償却したことによるもの 

      であります。  

    ３．当期末における自己株式数は4,401,607株であります。 

４．任意積立金の当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であり、損益計算書上は、当期増加額と相殺

しております。 

    ２．特別修繕引当金の当期減少額（その他）は、旧武蔵工場閉鎖に伴う取崩による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 6,264 － － 6,264 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (112,349,005) （337,047,015）（14,379,000） (435,017,020) 

普通株式 （百万円） 6,264 － － 6,264 

計 （株） (112,349,005) (337,047,015) (14,379,000) (435,017,020) 

計 （百万円） 6,264 － － 6,264 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 15,370 － － 15,370 

合併差益 （百万円） 528 － － 528 

計 （百万円） 15,898 － － 15,898 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （百万円） 1,566 － － 1,566 

任意積立金      

特別償却準備金 （百万円） 426 106 140 392 

固定資産圧縮積立金 （百万円） 689 － 48 640 

別途積立金 （百万円） 115,241 8,100 － 123,341 

計 （百万円） 116,357 8,206 188 124,374 

合計 （百万円） 117,923 8,206 188 125,940 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 770 482 53 345 853 

賞与引当金 2,860 2,909 2,860 － 2,909 

特別修繕引当金 540 405 222 121 602 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(a）資産の部 

(イ）現金及び預金 

(ロ）受取手形 

① 部門別内訳 

② 受取手形の期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 501 

当座預金 3,670 

普通預金 18,776 

別段預金 43 

小計 21,835 

合計 22,990 

区分 金額（百万円） 主な相手先及び金額 

エレクトロオプティクス 2,751 

 （百万円） 

凸版印刷㈱ 943 

㈱シグマ 274 

日本電産コパル㈱ 270 

ビジョンケア 3,703 

㈱メガネスーパー 626 

㈱サン・トピア 234 

東京弐萬園堂㈱ 200 

ヘルスケア 1,025 
ヤマト樹脂光学㈱  

㈱リィツメディカル 

160 

113 

クリスタル 5 シャディ㈱ 1 

合計 7,485 － 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 2,354 

〃 ５月 1,991 

〃 ６月 1,639 

〃 ７月 1,203 

〃 ８月 187 

〃 ９月以降 109 

計 7,485 



(ハ）売掛金 

① 部門別内訳 

② 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(ニ）商品 

(ホ）製品 

区分 金額（百万円） 主な相手先及び金額 

エレクトロオプティクス 49,212 

 （百万円） 

富士通㈱ 6,953 

大日本印刷㈱ 2,193 

HOYA CORPORATION USA 1,879 

ビジョンケア 5,788 

㈱メガネスーパー 310 

㈱メガネのヨネザワ 129 

㈱ビジョン・メガネ 125 

ヘルスケア 1,628 HOYAヘルスケア㈱ 950 

クリスタル 109 HOYA CRYSTAL, INC. 19 

合計 56,738 － 

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

Ａ ＋ Ｄ 
───── 
２ 

÷ 
Ｂ 

───── 
365日 

53,040 255,301 251,603 56,738 81.6   78.5 

種別 金額（百万円） 

エレクトロオプティクス商品 459 

ビジョンケア商品 2,076 

ヘルスケア商品 224 

合計 2,760 

種別 金額（百万円） 

エレクトロオプティクス製品 2,753 

ビジョンケア製品 1,790 

ヘルスケア製品 1,215 

クリスタル製品 37 

合計 5,796 



(ヘ）半製品 

(ト）原材料 

(チ）仕掛品 

(リ）貯蔵品 

(ヌ）関係会社株式 

種別 金額（百万円） 

エレクトロオプティクス製品 2,864 

合計 2,864 

種別 金額（百万円） 

ガラス原料 196 

金属材料、ガラス材料及び付属品 1,232 

合計 1,429 

種別 金額（百万円） 

エレクトロオプティクス製品 2,267 

ビジョンケア製品 38 

ヘルスケア製品 48 

クリスタル製品 51 

合計 2,407 

種別 金額（百万円） 

補助材料等 1,640 

合計 1,640 

銘柄 金額（百万円） 

HOYA HOLDINGS N.V. 21,129 

HOYA ELECTTRONICS MALAYSIA SDN BHD 6,584 

HOYA MICROELECTRONICS TAIWAN CO.LTD. 4,769 

その他 17,418 

合計 49,902 



(b）負債の部 

(イ）支払手形 

① 相手先別内訳 

② 支払手形の期日別内訳 

(ロ）買掛金 

    （ハ）関係会社短期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

ニッキ㈱ 112 

㈱近鉄ロジスティクス・システム 52 

㈱近鉄エクスプレス九州 50 

東洋エンジニア㈱ 41 

アヒコファインテック㈱ 37 

その他 254 

合計 548 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 133 

〃 ５月 128 

〃 ６月 122 

〃 ７月 164 

合計 548 

相手先 金額（百万円） 

HOYA OPTICS (THAIILAND) LTD. 5,322 

HOYA MAGNETICS SINGAPORE PTE LTD. 2,850 

東芝セラミックス㈱ 1,915 

HOYA GLASS DISK THAILAND LTD. 1,910 

HOYA LENS THAILAND LTD. 1,098 

その他 9,020 

合計 22,118 

相手先 金額（百万円） 

HOYA HOLDINGS N.V. 52,674 

合計 52,674 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券及び100株券とする。 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り、買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取・買増手数料 無料 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (１）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第67期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月23日関東財務局長に提出。 

  

 (２）半期報告書 

  （第68期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月15日関東財務局長に提出。 

  

 (３）有価証券届出書及びその添付書類 

  平成17年12月22日関東財務局長に提出 

  

 (４）有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類 

  平成17年12月22日関東財務局長に提出 

  

 (５）自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月14日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月14日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日）平成18年１月13日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月14日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月14日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月10日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月14日関東財務局長に提出 

  

 (６）自己株券買付状況報告書の訂正報告書 

  報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月28日関東財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月１７日  

HOYA株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小川 陽一郎 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 坂本 一朗  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているHOYA株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、HOYA

株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月１６日  

HOYA株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 輝夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金子 寛人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野村 哲明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているHOYA株

式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、HOYA

株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月１７日  

HOYA株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小川 陽一郎 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 坂本 一朗  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているHOYA株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第67期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、HOYA株式

会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月１６日  

HOYA株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 輝夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金子 寛人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野村 哲明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているHOYA株

式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、HOYA株式

会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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